
第４次男女共同参画計画令和２年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

　　　　　　　　　①
 　事業実施結果に対する評価
完全に実施できた（100％）  →100％
十分実施できた（80～99％）→ 80％
概ね実施できた（60～79％）→ 60％
あまり実施できなかった
　　　　　　　　　　（40～59％）→ 40％
ほとんど実施できなかった
　　　　　　　　　　（39％以下）→ 20％
未　実　施　　　　　　　　　　　→　0％

名称 目標値 実績値

　　　　　　②
　　　達成状況

100％以上→ 100％
80～99％  →  80％
60～79％  →  60％
40～59％  →  40％
39％以下  →  20％
未  実  施  →   0％
翌年度以降実施予定
事業：－

1 保育ニーズへの対応

国の保育料無償化や女性就業
率の上昇により保育需要の増
加が予測されることから、保育
の適正なニーズ量を見極め、待
機児童ゼロを維持します。

子育て支援課

保育幼稚園課

　子育て世代が多く転入し、保育ニーズが
増大している袖ケ浦駅海側地区において、
私立認可保育所１園（令和３年４月開設）の
整備及び開設を支援し、保育定員を７６名
分拡大することにより、共働き世帯の仕事
と子育ての両立に寄与した。
　同じく袖ケ浦駅海側地区において令和３
年４月の開設を予定していた小規模保育事
業所１園（定員１９名）については、入居予
定の建物本体の工事の遅れにより、令和３
年１０月に開設が延期となった。

60% ①待機児童数 10人 60人 20% Ｃ

　引き続き私立認可保育所及び小
規模保育事業所の整備及び開設
を支援し、保育ニーズを充足する
定員の確保を目指す。
　「袖ケ浦市子育て応援プラン（第２
期）」における保育量の見込み及び
確保方策を踏まえつつ、保育ニー
ズの動向を捉えて必要な確保量を
検証する。

Ｃ 1

（ア）（ウ）
子育て世代が多く転入し、
保育ニーズが増大している
袖ケ浦駅海側地区におい
て、私立認可保育所を整備
及び開設することできたが、
待機児童の解消には至って
いない。今後も「袖ケ浦市
子育て応援プラン（第２期）」
を基に、共働き世帯の仕事
と子育ての両立に向けて、
計画的な保育定員確保に
努められたい。

①一時保育の実施箇所数 9箇所 5箇所

②平日における延長保育
　実施箇所数

16箇所 16箇所

③土曜における延長保育
　実施箇所数

14箇所 15箇所

④休日保育の実施箇所数 2箇所 2箇所

①病児保育の実施箇所数 2箇所 2箇所

②病後児保育の実施箇所
　数

2箇所 2箇所

4 地域型保育の実施

保育所入所待機児童の解消に
向け、地域の様々な状況に合
わせたきめ細やかな保育を実
施するため、地域型保育事業を
実施します。

保育幼稚園課
　家庭的保育事業を市の委託事業として私
立１園で実施した。（利用定員５人（利用者
数：５人））

100%
①家庭的保育事業の実施
　箇所数

1箇所 1箇所 100% Ａ Ａ 1

5
子育て世代総合サ
ポートセンターの運
営

子育て世代を切れ目なく支援す
るため、妊娠期から子育て期に
わたるまでの母子の健康や子
育てに関する様々な相談を1つ
の窓口で受け、子育て支援サー
ビスの情報提供や家庭状況の
継続的な把握に努めるととも
に、助言等を行います。

子育て支援課

健康推進課

　母子手帳発行時に全件を対象に面談を
行い、子育てに関する不安や悩みについ
て、妊娠初期の段階から早期の把握に努
めた。
　出産、子育てに支援を要する特定妊婦や
出産後に支援を要する要支援児童につい
ては、子育て世代サポートセンターケース
会議において情報共有し、生活状況の把握
及び必要な支援を実施した。
　令和２年度の子育てサポートセンター相
談受付件数1225件、うち妊娠届585件。

100%
①広報紙への掲載、ホー
　ムページの更新によるセ
　ンターの周知

1回 3回 100% Ａ Ａ 1

①利用会員数 195人 201人

②提供会員数 45人 43人

7
子育て支援ネット
ワークの推進

地域ぐるみの子育て支援を推
進するため、県の関係機関や
子育て支援センター、学校、子
育てボランティア・NPO等との連
携強化と相談体制の充実を図
ります。

子育て支援課

　関係機関との個別の情報共有は行った
が、令和2年度開催予定の子育て支援ネッ
トワーク会議は新型コロナウイルス感染症
の影響により中止。

60%
①子育て支援ネットワーク
　会議の開催

1回 0回 0% Ｃ
　新型コロナウイルス感染症の状
況を鑑みて、会議の開催を検討す
る。

Ｃ 1

（ウ）
新型コロナウイルス感染症
による新しい生活様式を踏
まえて、子育て支援推進に
向けた関係機関との連携
強化を図るよう努められた
い。

80% Ａ 1

１次評価（担当課評価）

　　　　総合評価
　　　（①+②）/２

完全又は十分実施　　→ Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　→ Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　→ Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施               → Ｄ

改善点
（課題・懸念事項・改善案・今後の

方向性等）

２次評価

病児保育・病後児保
育の実施

事業内容 担当課

基本目標Ⅰ　あらゆる分野で男女が共に活躍できる環境づくり

推進項目１　ライフステージに応じた仕事と生活の調和の推進

施策の方向１　子育て・介護支援の体制整備（重点的取組）

事
業
番
号

施策名

Ａ80%6
ファミリーサポートセ
ンターの運営

地域の子育て環境の向上を図
るため、育児の援助を受けたい
者と行いたい者が会員となる、
ファミリーサポートセンターを運
営し、会員相互の援助活動を支
援します。

子育て支援課

　育児の援護を受けたい者（利用会員）と行
いたい者（提供会員）をアドバイザーがマッ
チングすることで、会員相互による援助活
動を推進した。（援助活動件数：566件）
　ファミリーサポートセンターの周知や会員
同士の交流促進のための講座、提供会員・
両方会員の知識向上を図るため学習会を
実施した。
　主催講座：２回
　子育て学習会：２回
　（緊急事態宣言下において中止・縮小あ
り）

活動指標 　　　　総合評価

完全又は十分実施　　 → Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　 → Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　 → Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施           　     → Ｄ

　　　　付帯意見

重点的取組のうち積極的な取
組を求める事業（ア）、男女共
同参画の視点をさらに取り入
れることが良いと考えられる事
業（イ）、総合評価がＣ又はＤ
に該当した事業（ウ）について
記載

令和２年度の取組実績

Ａ

3

　　今後の方向性

現状どおり事業を進  → １
めることが妥当
（新型コロナウイルスの影響
により、令和２年度中に開催
方法等を見直した事業を含
む。）
事業内容や手法の   → ２
一部見直しが必要
事業の廃止や休止   → ３
を含む検討が必要
事業の終了        　  → ４

病気や外傷により集団生活が
困難であり、かつ、保護者が就
労等やむを得ない事情で保育
ができない場合に、保護者に代
わって保育するため、病児保
育・病後児保育を実施します。

保育幼稚園課 100% Ａ

2
一時保育・延長保育・
休日保育の実施

保護者の身体的な負担軽減や
就労支援のため、一時保育、延
長保育及び休日保育を実施す
るとともに、保育のニーズに合
わせ、拡充についても検討しま
す。

保育幼稚園課 80%

　一時保育を公立１園、私立４園で実施し
た。（Ｒ２年度利用実績：4,458人（延べ人
数））
　平日における延長保育を公立５園、私立
１１園で実施した。土曜における延長保育を
公立３園、私立１２園で実施した。（Ｒ２年度
延長保育利用実績：17,527人（延べ人数））
　休日保育を私立２園で実施した。（Ｒ２年
度休日保育利用実績：１１７人（延べ人数））
　新型コロナウイルス感染症防止のため、
可能な範囲で事業を実施した。

　病児保育を私立２園で実施した。（Ｒ２年
度利用実績：12人（延べ人数））
　病後児保育を私立２園で実施した。（Ｒ２
年度利用実績：152人（延べ人数））
　新型コロナウイルス感染症防止のため、
可能な範囲で事業を実施した。

80% Ａ

100% Ａ

1

1

事業実施結果

1 / 14 ページ ※斜体は新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業



第４次男女共同参画計画令和２年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

　　　　　　　　　①
 　事業実施結果に対する評価
完全に実施できた（100％）  →100％
十分実施できた（80～99％）→ 80％
概ね実施できた（60～79％）→ 60％
あまり実施できなかった
　　　　　　　　　　（40～59％）→ 40％
ほとんど実施できなかった
　　　　　　　　　　（39％以下）→ 20％
未　実　施　　　　　　　　　　　→　0％

名称 目標値 実績値

　　　　　　②
　　　達成状況

100％以上→ 100％
80～99％  →  80％
60～79％  →  60％
40～59％  →  40％
39％以下  →  20％
未  実  施  →   0％
翌年度以降実施予定
事業：－

１次評価（担当課評価）

　　　　総合評価
　　　（①+②）/２

完全又は十分実施　　→ Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　→ Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　→ Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施               → Ｄ

改善点
（課題・懸念事項・改善案・今後の

方向性等）

２次評価

事業内容 担当課

事
業
番
号

施策名

活動指標 　　　　総合評価

完全又は十分実施　　 → Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　 → Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　 → Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施           　     → Ｄ

　　　　付帯意見

重点的取組のうち積極的な取
組を求める事業（ア）、男女共
同参画の視点をさらに取り入
れることが良いと考えられる事
業（イ）、総合評価がＣ又はＤ
に該当した事業（ウ）について
記載

令和２年度の取組実績

　　今後の方向性

現状どおり事業を進  → １
めることが妥当
（新型コロナウイルスの影響
により、令和２年度中に開催
方法等を見直した事業を含
む。）
事業内容や手法の   → ２
一部見直しが必要
事業の廃止や休止   → ３
を含む検討が必要
事業の終了        　  → ４

事業実施結果

8
子ども・子育て家庭
交流の場支援事業の
実施

安心して子育てできる環境を提
供するため、子育て中の親子交
流の場、地域住民との交流の
場、子育てサークル・NPO等の
活動の場として「そでがうらこど
も館」を運営します。

保育幼稚園課

　「そでがうらこども館」の運営により、育児
に関する相談や情報提供を行った。また、
新型コロナウイルス感染症防止のため、可
能な範囲で子育てサークル活動を実施し、
参加者同士の交流を図った。（Ｒ２年度そで
がうらこども館利用実績数：6,079人（延べ
人数））

100%
①子育て支援センター設置
数

1箇所 1箇所 100% Ａ Ａ 1

①実施箇所数 6箇所 6箇所

②「そでがうらこども館」の
　延べ利用者数

15,000
　　人

6,079人

10
放課後児童クラブの
運営

安心して子育てができる環境を
提供するため、市内各放課後児
童クラブを運営することにより、
放課後等に就労等の理由によ
り保護者がいない児童に対し、
適切な遊びと生活の場を提供
し、児童の健全な育成を図りま
す。

子育て支援課

　放課後児童クラブ利用のため、平岡小学
校の余裕教室を活用し整備する等の環境
整備に努めるとともに、放課後児童クラブ
の運営団体へ補助金交付等の経済的な支
援を行い、運営の安定確保に努めた。
　また、放課後児童支援員等の研修を通し
て質的向上を図り、量と質の両面から充実
を図ることにより、放課後児童クラブの安定
的な運営維持に努めた。

100%
①放課後児童クラブ設置
数

15箇所 15箇所 100% Ａ Ａ 1

11 子ども医療費の助成

子育て世代の経済的負担の軽
減を図るため、0歳から中学3年
生までの医療費（入院・通院及
び調剤）を助成します。

子育て支援課

　子育て世代の経済的負担の軽減を図る
ため、0歳から中学3年生までの医療費（入
院・通院及び調剤）の助成を実施した。
　新型コロナウイルス感染症の影響による
受診控えなどにより、助成件数は例年を下
回った。

100% ①子ども医療費助成件数
123,300

　　件
93,783

件
60% Ａ Ａ 1

①家族介護教室開催回数 12回 4回

②自立支援型地域ケア会
　議開催回数

12回 5回

①在宅医療・介護連携推
　進協議会開催回数

3回 2回

②多職種協働研修会開催
　回数

4回 0回

③市民向け普及啓発講演
　会の開催回数

2回 1回

80% Ｂ 1

60% Ｃ 1

13
在宅医療と介護の連
携の推進

在宅における医療と介護の切
れ目のない支援を行うため、関
係者間の連携を進め、在宅支
援のための体制づくりを行いま
す。

高齢者支援課 20%

　新型コロナウイルス感染症関連
の影響は当面続くと思われ、多人
数を集めての会議開催やディス
カッション形式の会議は開催が難
しい。
　なお、会議の開催については、令
和３年３月開催よりZoomによるリ
モート開催を実施しており、令和３
年度もリモート開催を原則実施し、
意見収集を図る。

Ｃ

（ウ）
新型コロナウイルス感染症
による新しい生活様式を踏
まえつつ、関係者間の連携
強化のため可能な限りの
会議の開催に努められた
い。

20%

　新型コロナウイルス感染症の影
響は当面続くと思われ、多人数を
集めての会議開催やディスカッショ
ン形式の会議は開催が難しい。
　家族介護教室については、委託
する社会福祉法人の事業所内で
の実施を市施設内での実施に変
更し、感染予防対策を徹底したうえ
でできる限り行う。
　自立支援型地域ケア会議につい
ては、令和３年１月開催よりZoom
によるリモート開催を実施してお
り、令和３年度もリモート開催を原
則実施する。

Ｃ12 在宅介護支援体制
の強化

在宅で介護する家族への身体
的・精神的負担を軽減するた
め、家族介護教室、認知症家
族のつどいの開催やケアマネ
ジャーに対するケアマネジメント
力の向上を図ります。

高齢者支援課

　家族介護教室については、市内の特別養護
老人ホームを運営する３つの社会福祉法人に
委託しているが、新型コロナウイルス感染症の
影響により、法人側の運営方針により開催を見
合わせたことなどから、予定していた１２回のう
ち８回が中止となったが、在宅で介護する家族
の負担の軽減の機会を創出できた。
　また、自立支援型地域ケア会議については、
出席者が医療機関、介護保険サービス事業所
の職員であるが、新型コロナウイルス感染症の
影響により、法人側の運営方針により開催を見
合わせたことなどから、予定していた１２回のう
ち７回を中止としたが、ケアマネジャーのケアマ
ネジメント力の向上に努めることができた。
　テーマを限定せず男女双方に配慮して実施し
た。

　新型コロナウイルス感染症の影響により
関係機関との会議を１回を中止し２回開催
した。
　多職種協働研修については、参加者は
医療、介護事業従事者であるため、新型コ
ロナウイルス感染症の影響から、法人の方
針により参加自体が不可などの理由により
開催ができなかった。
　市民向け講演会については２回を予定し
ていたが、新型コロナウイルス感染症の影
響により、人数を集めての開催は見送り、
市内医師による講話を動画撮影しホーム
ページで公開するなどで代替開催した。
　関係機関の会議出席者は、男女ほぼ半
数ずつであり、それぞれの立場での意見を
聴取することができた。

80% Ｃ 1

9
地域子育て支援セン
ター事業の推進

子育て世帯の育児支援を継続
して実施するため、そでがうらこ
ども館と私立5箇所の子育て支
援センターにおいて、子育てに
関する相談対応や助言・指導、
情報提供、子育てサークル等を
実施します。

保育幼稚園課 60%

　新型コロナウイルスの影響により
成果指標の達成は困難であった
が、そでがうらこども館や子育て支
援センターでは可能な範囲で事業
を継続しており、今後も子育て等の
情報提供、子育て世代の交流の場
の提供は必要であるため事業は継
続していく。

Ｂ

　公立１ヶ所、私立５ヶ所において、子育て
に関する相談、助言・指導や情報提供を実
施し、育児に関する支援を行った。また、子
育てサークルを実施し、交流を図った。
　新型コロナウイルス感染症の影響により、
可能な範囲での事業実施となった。

（ウ）
令和２年度途中から会場の
変更やリモートでの開催を
実施するなど新型コロナウ
イルス感染症対策を講ずる
ことができた。次年度以降
も、柔軟な対策を心掛けな
がら、在宅介護者の負担軽
減に努められたい。
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第４次男女共同参画計画令和２年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

　　　　　　　　　①
 　事業実施結果に対する評価
完全に実施できた（100％）  →100％
十分実施できた（80～99％）→ 80％
概ね実施できた（60～79％）→ 60％
あまり実施できなかった
　　　　　　　　　　（40～59％）→ 40％
ほとんど実施できなかった
　　　　　　　　　　（39％以下）→ 20％
未　実　施　　　　　　　　　　　→　0％

名称 目標値 実績値

　　　　　　②
　　　達成状況

100％以上→ 100％
80～99％  →  80％
60～79％  →  60％
40～59％  →  40％
39％以下  →  20％
未  実  施  →   0％
翌年度以降実施予定
事業：－

１次評価（担当課評価）

　　　　総合評価
　　　（①+②）/２

完全又は十分実施　　→ Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　→ Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　→ Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施               → Ｄ

改善点
（課題・懸念事項・改善案・今後の

方向性等）

２次評価

事業内容 担当課

事
業
番
号

施策名

活動指標 　　　　総合評価

完全又は十分実施　　 → Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　 → Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　 → Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施           　     → Ｄ

　　　　付帯意見

重点的取組のうち積極的な取
組を求める事業（ア）、男女共
同参画の視点をさらに取り入
れることが良いと考えられる事
業（イ）、総合評価がＣ又はＤ
に該当した事業（ウ）について
記載

令和２年度の取組実績

　　今後の方向性

現状どおり事業を進  → １
めることが妥当
（新型コロナウイルスの影響
により、令和２年度中に開催
方法等を見直した事業を含
む。）
事業内容や手法の   → ２
一部見直しが必要
事業の廃止や休止   → ３
を含む検討が必要
事業の終了        　  → ４

事業実施結果

①女性職員の育児休業取
　得率

100% 100%

②男性職員の育児休業取
　得率

4% 5%

①商工会等への情報提供 2回 1回

②市内事業者への啓発 1回 1回

①講座等の開催（隔年
　　開催）

0回 0回

②情報紙等掲載 1回 1回

17
市職員に対するワー
ク・ライフ・バランスの
普及促進

市職員の働き方の見直しと、
ワーク・ライフ・バランスの普及
促進を図るため、時間外勤務の
削減、ノー残業デーの徹底、有
給休暇の取得率の向上及び職
場内の意識改革を進めます。

職員課

　有給休暇の平均取得日数は昨年度よりも
向上した。
　また、ノー残業デーのうち毎月第２水曜日
を完全定時退庁日と定め、定時退庁の徹
底を推進した。

80%
①有給休暇の平均取得日
　数

12日
11.3日
（暫定

値）
80% Ａ

　出退勤管理システムを活用し、超
過勤務の実績を組織として適格に
把握するほか、超過勤務の多い部
署についてはヒアリングを実施し、
要因の把握と対応策の検討を行っ
ていきたい。

Ａ 1

①工場連絡会、商工会等
　への情報提供

3回 3回

②市内事業者への啓発 1回 4回

19 男性の子育て・介護
の参画促進

男性の子育てや介護への参画
を促進するため、講座等を開催
し、意識啓発を図ります。

市民協働推進課

　男性の子育て支援のためのセミナーを開
催する予定であったが、新型コロナウイル
ス感染症の影響により開催できなかった。
　情報紙を活用し、男性の家事や育児への
参画について意識啓発を図った。

40% ①講座等の開催 1回 0回 0% Ｃ

　新型コロナウイルス感染症の影
響によりセミナーを中止としたが、
オンラインなどを活用し、コロナ禍
であっても確実に開催できるよう取
り組んでいきたい。

Ｃ 2

（ア）（ウ）
男性の家庭生活への参画
を推進するため、開催方法
の検討も視野に入れて、講
座の実施に努められたい。

①教室の申込率 52% 0%

②２日間の参加者数
（実数）

180人 0人

21 すきすき絵本タイム
の回数

家庭における読書の定着と、親
子の絆を深めるため、図書館ボ
ランティアとの協働により、「す
きすき絵本タイム」を開催しま
す。

図書館

　新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、対象が低年齢でマスク着用が難しいこ
とと、開催中にソーシャルディスタンスを保
つことが難しいことから事業の開催を見合
わせた。

0%
①すきすき絵本タイムの開
　催数

7回 0回 0% D

　今後新型コロナウイルス感染状
況がワクチン接種の普及等により
改善され、マスクの着用やソーシャ
ルディスタンスを保つこと等の制限
が不要となった際には事業の再開
を検討する。

D 1

（ウ）
新型コロナウイルス感染症
による新しい生活様式を踏
まえ、社会情勢に柔軟に対
応しながら事業実施に努め
られたい。

22 子どもの健全育成の
推進

子どもの社会性、協調性を養
い、健やかな成長を育むため、
青少年相談員等の活動を支援
することにより、多くの親子が参
加できるふれあいの場を提供し
ます。

生涯学習課
　新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、予定していたイベントの開催ができな
かった。

0% ①活動に対する後援回数 2回 0回 0% D

　開催延期や競技種目の変更等、
最後まで開催を目指したが、新型
コロナウイルス感染症の影響によ
り、開催を断念せざるを得なかっ
た。
　今年度も引き続き、開催に向けて
準備を進めていきたい。

D 2

（ウ）
新型コロナウイルス感染症
による新しい生活様式を踏
まえ、開催方法の検討も視
野に入れて、事業実施に努
められたい。

100% Ａ
ワーク・ライフ・バラン
スの普及促進に向け
た情報提供

企業や雇用主に対し、ワーク・ラ
イフ・バランスを普及促進するた
め、法律や制度、優良事例など
に関する情報提供を行います。

商工観光課

　ワークライフバランスについては働き方改
革に含まれており、働き方改革に関する
リーフレット等の配布を窓口にて市内事業
者向けに行った。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響
によりテレワーク推進に関する国からの情
報提供が増え、商工会に対しても情報提供
を行ったため、目標を上回ることができた。

施策の方向３　家庭や地域活動における男女共同参画の推進（重点的取組）

20 プレ・ママパパ教室
（両親学級）の開催

初めて出産を迎える夫婦を対
象に、出産や育児に関する理
解を深めてもらうため、講座等
を開催します。

　年６回の実施から毎月の実施に
変更、３密を避けるために実施内
容の変更（一部の内容は動画作成
しホームページで周知）をするな
ど、新型コロナ感染症拡大防止策
を講じて実施する。

Ｃ

（ウ）
新型コロナウイルス感染症
による新しい生活様式を踏
まえて、夫婦の出産・育児
に関する理解のため、事業
実施に努められたい。

　新型コロナウイルス感染症の影響により
集団で実施する教室は中止とし、希望者は
個別での相談に切り替えた。
　また母子手帳発行時の個別面談を予約
制とし、相談を充実させた。
　またホームページに資料や動画を掲載
し、必要な情報を得られる環境を整えた。

100% Ａ 1

40% Ｃ 1

Ａ 1

施策の方向２　ワーク・ライフ・バランスの普及促進（重点的取組）

14

16
ワーク・ライフ・バラン
スの普及促進

働き方の見直しとワーク・ライ
フ・バランスの意識啓発を図る
ため、講座等の開催及び情報
紙の発行等による啓発活動に
取り組みます。

18

健康推進課 0%

市民協働推進課 100% Ａ

60% B15
育児・介護休業法の
制度の周知

企業や雇用主に対し、育児・介
護休業法の制度の普及促進を
図るため、広報紙やHPによる情
報発信及びパンフレットの配布
等を行い、周知を図ります。

商工観光課

　市及び商工会において、ポスターの掲示
やリーフレットの配布を行い、事業者向けの
啓発を行ったが、育児・介護休業法の制度
に関する国等からの通知が年度で１件のみ
だったこともあり、商工会等への情報提供
については目標を下回った。

　ワーク・ライフ・バランスに関する記事を掲
載した情報紙を発行し、市民に対し広く周
知することができた。

60% Ｂ 1

100%

100%

　職員へのアンケートを実施した結
果、出産や育児に関する制度を知
らない男性職員が多かったことか
ら、今後ハンドブックを作成し、周知
していく。
　また、職場全体で男性も育児休
業を取得しやすい環境づくりのた
め、対象職員には管理職が必ず面
談するといった新たな取組に努め
る。

Ａ

　育児休業のうち、女性職員は１００％、男
性職員は５％の取得率となった。
　初めて男性の育児休業取得者が出たこと
から、今後も出産・育児に関する制度周知
や育児休業の取得しやすい職場環境づくり
を推進していく。

100% Ａ 1職員課
育児休業・介護休暇
制度の活用の促進

市男性職員の育児休業の取得
及び職員の介護休暇等の取得
を促進するため、制度の周知と
意識啓発を行います。
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第４次男女共同参画計画令和２年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

　　　　　　　　　①
 　事業実施結果に対する評価
完全に実施できた（100％）  →100％
十分実施できた（80～99％）→ 80％
概ね実施できた（60～79％）→ 60％
あまり実施できなかった
　　　　　　　　　　（40～59％）→ 40％
ほとんど実施できなかった
　　　　　　　　　　（39％以下）→ 20％
未　実　施　　　　　　　　　　　→　0％

名称 目標値 実績値

　　　　　　②
　　　達成状況

100％以上→ 100％
80～99％  →  80％
60～79％  →  60％
40～59％  →  40％
39％以下  →  20％
未  実  施  →   0％
翌年度以降実施予定
事業：－

１次評価（担当課評価）

　　　　総合評価
　　　（①+②）/２

完全又は十分実施　　→ Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　→ Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　→ Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施               → Ｄ

改善点
（課題・懸念事項・改善案・今後の

方向性等）

２次評価

事業内容 担当課

事
業
番
号

施策名

活動指標 　　　　総合評価

完全又は十分実施　　 → Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　 → Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　 → Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施           　     → Ｄ

　　　　付帯意見

重点的取組のうち積極的な取
組を求める事業（ア）、男女共
同参画の視点をさらに取り入
れることが良いと考えられる事
業（イ）、総合評価がＣ又はＤ
に該当した事業（ウ）について
記載

令和２年度の取組実績

　　今後の方向性

現状どおり事業を進  → １
めることが妥当
（新型コロナウイルスの影響
により、令和２年度中に開催
方法等を見直した事業を含
む。）
事業内容や手法の   → ２
一部見直しが必要
事業の廃止や休止   → ３
を含む検討が必要
事業の終了        　  → ４

事業実施結果

①市民会館まつり・公民館
　まつりの開催数

5回 0回

②親子で参加できる講座・
　イベントの開催数

5回 2回

25 高齢者の活動支援

高齢者の活動の場の充実を図
るため、シニアクラブやシル
バー人材センターへの支援を行
います。

高齢者支援課

　シニアクラブ（連合会・１５単位クラブ）や
袖ケ浦市シルバー人材センターに補助金を
交付することにより、男女問わず高齢者の
社会参加活動、文化活動、体力・健康づくり
事業の支援、高齢者が就業できる場の提
供を行う等、高齢者の活動の充実を図るこ
とができた。

100% ①事業の周知回数 3回 3回 100% Ａ A 1

①家庭教育学級講座
　開設数

Ｃ

（ウ）
新型コロナウイルス感染症
対策として、まつりを中止し
代替行事を行うことができ
た。今後も新型コロナウイ
ルス感染症による新しい生
活様式を踏まえ、親子がふ
れあえる場の提供に努めら
れたい。

1100%

　共働き世帯やひとり親世帯の増
加といった家族環境の変化により、
家庭における教育力向上の必要性
が高まっている。就労している保護
者が参加できるよう学習機会を充
実させることが必要である。

Ａ

23
親子で参加できる講
座・イベントの開催

親子がふれあえる場を提供す
るため、親子で参加できる講座
やイベントを開催します。

公民館・
市民会館

20%

　新型コロナウイルス感染症の拡
大防止を継続する必要がある。そ
のため、不特定多数が集まる公民
館まつりの実施形態については慎
重に検討をする。なお、すべての
館で家族そろって展示作品を見学
できるよう、児童、生徒の作品の出
品依頼を学校等へ行っていく。

○市民会館まつり・公民館まつり
　新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、市民会館まつり・公民館まつりは中止と
し、代替行事としてサークル等展示会を
行った。根形公民館、平岡公民館では、児
童、生徒の作品展示を行い、新型コロナウ
イルス感染症の影響により学校行事が中
止される中、子どもの作品を家族で見る機
会を提供した。
　①市民会館：来場者109人、②平川公民
館：来場者107人、③長浦公民館：来場者
232人、
　④根形公民館：来場者484人、⑤平岡公
民館：来場者420人
○家族で参加できる講座
　乳幼児家庭教育学級（市民会館と根形公
民館の合同開催）の一部を家族での参加
を可能とした。また、ねがたファミリーコン
サートを実施した。
　①乳幼児家庭教育学級（市民会館・根形
公民館）：実施回数７回のうち土日曜日の
開催４回、１１８人の参加があった。（１回は
ねがたファミリーコンサート）
　土曜日や日曜日開催を続けて実施するこ
とで父親の参加が安定してみられるように
なった。
　②ねがたファミリーコンサート（根形公民
館）：実施回数1回、参加者85人
　乳幼児家庭教育学級生と高齢者教室生
を対象に開催。乳幼児から高齢者までが
楽しめるクラシックコンサートとして実施し
た。

　共働き世帯の増加から、働きながらも生き
生きと子育てができるよう、根形公民館で
ワーキングママ支援講座を開催した。また、
子どもの学齢に応じた家庭教育学級を市民
会館、各公民館で実施した。
○（乳）幼児家庭教育学級（未就学児の保
護者対象）
　①市民会館・根形公民館　8回 148人、②
平川・平岡公民館（合同事業）　5回 14人、
③長浦公民館　5回 23人
○地域家庭教育学級（小学生の保護者対
象）
　①市民会館　1回　3人、②平川公民館　2
回　16人、③長浦公民館　2回 18人、④根
形公民館　2回  4人、⑤平岡公民館　2回 9
人
〇中学校家庭教育学級（中学生の保護者
対象。PTAに委託）
　①昭和中学校　1回 5人、②蔵波中学校
1回　0人、③長浦中学校　2回 7人、④根形
中学校　2回 3人、⑤平川中学校　1回 2人
〇親業訓練入門講座（市民会館 2回 26人）
　高校生までの子どもを持つ保護者を対象
に、子どもとのコミュニケーションのとり方を
学ぶため、グループディスカッションやロー
ルプレイ等の体見学習を中心とした講座を
開催した。
〇ワーキングママ支援講座（根形公民館 4
回 39人）
　これから働く意思のある母親を主な対象と
し、保育の現状、生涯のライフプラン、社会
保障や扶養の仕組、子どもの性格、親子関
係の不安解消策など、様々な観点から育児
と仕事の両立と自分らしく生き生きと子育て
ができるよう後押しをした。

60% Ｃ

60% Ａ家庭教育学級の開催

同年代の子どもを持つ保護者
の交流を支援するため、地域の
社会教育施設を中心に、年齢
別の家庭教育学級を開催しま
す。

24
公民館・
市民会館

1

12回 15回
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第４次男女共同参画計画令和２年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

　　　　　　　　　①
 　事業実施結果に対する評価
完全に実施できた（100％）  →100％
十分実施できた（80～99％）→ 80％
概ね実施できた（60～79％）→ 60％
あまり実施できなかった
　　　　　　　　　　（40～59％）→ 40％
ほとんど実施できなかった
　　　　　　　　　　（39％以下）→ 20％
未　実　施　　　　　　　　　　　→　0％

名称 目標値 実績値

　　　　　　②
　　　達成状況

100％以上→ 100％
80～99％  →  80％
60～79％  →  60％
40～59％  →  40％
39％以下  →  20％
未  実  施  →   0％
翌年度以降実施予定
事業：－

１次評価（担当課評価）

　　　　総合評価
　　　（①+②）/２

完全又は十分実施　　→ Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　→ Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　→ Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施               → Ｄ

改善点
（課題・懸念事項・改善案・今後の

方向性等）

２次評価

事業内容 担当課

事
業
番
号

施策名

活動指標 　　　　総合評価

完全又は十分実施　　 → Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　 → Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　 → Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施           　     → Ｄ

　　　　付帯意見

重点的取組のうち積極的な取
組を求める事業（ア）、男女共
同参画の視点をさらに取り入
れることが良いと考えられる事
業（イ）、総合評価がＣ又はＤ
に該当した事業（ウ）について
記載

令和２年度の取組実績

　　今後の方向性

現状どおり事業を進  → １
めることが妥当
（新型コロナウイルスの影響
により、令和２年度中に開催
方法等を見直した事業を含
む。）
事業内容や手法の   → ２
一部見直しが必要
事業の廃止や休止   → ３
を含む検討が必要
事業の終了        　  → ４

事業実施結果

①自治会を対象とした、男
　女共同参画に関する研
　修会の隔年開催

0回 0回

②自治会を対象とした、男
　女共同参画に関する他
　自治体の事例紹介

１回 1回

27 協働事業の推進

市民の地域活動への参画を促
進するため、協働事業を推進す
ることにより、地域の担い手であ
る自治会や市民活動団体等の
活性化を図ります。

市民協働推進課

　広報紙やホームページにて、協働事業提
案制度に係る取組み事例の紹介を行った。
また、協働事業提案制度に基づき、３件の
協働事業を実施した。
　令和３年度の事業募集を行ったところ、３
件（新規事業）の応募があり、内容を審査し
た結果、全ての提案事業を採択。市民活動
団体の活動の活性化に寄与することができ
た。

60%
①協働事業提案制度の
　事業数

6事業 3事業 40% Ｃ

　令和２年度に実施された提案事
業は３件であった。引き続き、市広
報紙やホームページにて協働事業
提案制度に関する周知を図るとと
もに、市民活動団体等に対して本
制度の活用について個別に周知活
動を行っていく。

Ｃ 2

（ア）（イ）（ウ）
市民活動団体等の活性化
のため、協働事業提案制度
における応募数の増加に向
け、周知方法の工夫が不可
欠である。また、女性の社
会参画に向けた事例をホー
ムページ等で紹介し、男女
共同参画の視点を盛り込ん
だ協働事業の募集にも積極
的に努められたい。

28 人材活用の促進

地域コミュニティの活動や市の
事業を実施するにあたり、専門
的な知識や先進的取組みの経
験などを有する人材を有効活用
できるようにするため、人材登
録制度を作ります。

市民協働推進課

　地域人材の活用を図るための仕組みづく
りについて、先進事例を参考に運用方法等
について検討を行ったが、人材活用制度の
策定には至らなかった。

40%
①人材活用制度の登録者
　数

16人 0人 0% Ｃ
　男女を問わず、多様な能力や経
験を持ち合わせた者が多数登録さ
れるよう事業を推進していきたい。

Ｃ 1

（ア）（ウ）
地域人材の積極的な活用
に向け、制度の検討及び策
定に努められたい。

①ボランティア登録数 1,400人 1,396人

②ボランティア参加延べ
　人数

3,100人 974人

30
生涯学習ボランティ
アの養成と活動の推
進

地域人材の活用を図り、市民の
主体的な学習活動を支援する
ため、生涯学習ボランティアを
養成します。

生涯学習課

　新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、保育ボランティア養成講座や視察研修
等は中止としたが、感染症対策に配慮しな
がら保育を行うことができた。例年より保育
件数は減少したが、乳幼児をもつ保護者の
学習機会の提供、活動の支援を行うことが
できた。
　（保育件数　１５件　／　保育人数　３９
人）
　社会教育推進員養成講座を行い、各地
区における学習活動を支援する体制を整
えた。
　（社会教育推進員　６２名（１名欠員））

60% ①養成講座実施回数 3回 1回 20% Ｃ

　新型コロナウイルス感染症の影
響により、令和２年度は各養成講
座を中止したが、今後は安定した
活動が行えるように検討する必要
がある。
　また、各ボランティア人材を確保
するため、情報発信の方法を工夫
する必要がある。

Ｃ 1

（ウ）
男性の家庭生活への参画
を推進するため、今後も新
型コロナウイルス感染症に
よる新しい生活様式を踏ま
えて、講座の実施に努めら
れたい。

①地域人材育成講座開設
　数

1回 1回

②講座の検証会議（担当
者ミーティング）の実施回
数

4回 5回

　新型コロナウイルス感染症の影
響を受けたが、取組としては事業
実施結果のとおり活動の推進に務
めたところであり、引き続き社会情
勢を踏まえながら、推進していく。

Ｃ

（ウ）
新型コロナウイルス感染症
による新しい生活様式を踏
まえ、社会情勢に柔軟に対
応しながら事業実施に努め
られたい。

26
地域コミュニティへの
女性の参画促進

区等自治会内における意思決
定過程への女性参画を促進す
るため、男女共同参画に関する
セミナーの開催や他自治体の
事例の紹介を行うなどの啓発活
動を行います。

市民協働推進課 100%100% Ａ

1

Ａ 1

40% Ｃ

1Ａ

29 ボランティアコーディ
ネートの実施

ボランティア活動の充実を図る
ため、社会福祉協議会の支援
を通して、ボランティアコーディ
ネートを充実させるとともに、ボ
ランティア登録者数を増やしま
す。

地域福祉課 40%

　セミナーの開催については、隔年開催で
あり、令和２年度は実施しない年度であっ
たため、実施しなかった。
　区等自治会への男女共同参画啓発活動
については、令和３年３月に策定した「袖ケ
浦市自治会運営マニュアル」において、女
性が自治会役員となることの有用性につい
ての項目を掲載した。

　新型コロナウイルス感染症により施設側
からのボランティア要請がほとんど無く、活
動ができない状況となったが、福祉施設の
ボランティア受入れ状況等の確認を定期的
に行い活動機会の確保に努めるとともに、
広報活動など新型コロナウイルス感染症の
影響を受けないことに関しては適切に行っ
た。
　また社会福祉センター内でのボランティア
活動に対しては、新型コロナウイルス感染
防止を意識し、ボランティアの方が活動し
やすい環境を整えて活動支援を行った。

100%

　令和2年度の地域人材育成講座
は次年度以降各館においても事業
を行うために試行講座として根形
公民館で実施したものである。試行
講座である「根形地区地域防災講
演会」は、より多くの女性の参加を
期待したが、半数未満の参加に留
まった。今後は、女性に参加しても
らうための情報発信が課題である。
　受講した参加者が地域課題や生
活を見つめ直し、自主的な活動に
つなげていくことが必要であり、学
んだ内容を今後、実践していくこと
が重要である。

100% A 31 人材の把握と活用

地域人材の活用を図るため、公
民館利用団体等との交流を通し
て、地域づくりの担い手となる人
材の把握に努めます。

公民館・
市民会館

　〇地域人材育成講座の試行講座として
「根形地区地域防災講演会」を実施した。
「自分たちでつくる本当に安心できる避難
所」と題し、女性が男性とともにリーダー
シップを積極的に発揮することや女性たち
の要望の積極的な掘り起こしが必要である
こと等、避難所においては男女ともに活躍
できる視点を取り入れる環境づくりが必要
であることに触れた。
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第４次男女共同参画計画令和２年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

　　　　　　　　　①
 　事業実施結果に対する評価
完全に実施できた（100％）  →100％
十分実施できた（80～99％）→ 80％
概ね実施できた（60～79％）→ 60％
あまり実施できなかった
　　　　　　　　　　（40～59％）→ 40％
ほとんど実施できなかった
　　　　　　　　　　（39％以下）→ 20％
未　実　施　　　　　　　　　　　→　0％

名称 目標値 実績値

　　　　　　②
　　　達成状況

100％以上→ 100％
80～99％  →  80％
60～79％  →  60％
40～59％  →  40％
39％以下  →  20％
未  実  施  →   0％
翌年度以降実施予定
事業：－

１次評価（担当課評価）

　　　　総合評価
　　　（①+②）/２

完全又は十分実施　　→ Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　→ Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　→ Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施               → Ｄ

改善点
（課題・懸念事項・改善案・今後の

方向性等）

２次評価

事業内容 担当課

事
業
番
号

施策名

活動指標 　　　　総合評価

完全又は十分実施　　 → Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　 → Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　 → Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施           　     → Ｄ

　　　　付帯意見

重点的取組のうち積極的な取
組を求める事業（ア）、男女共
同参画の視点をさらに取り入
れることが良いと考えられる事
業（イ）、総合評価がＣ又はＤ
に該当した事業（ウ）について
記載

令和２年度の取組実績

　　今後の方向性

現状どおり事業を進  → １
めることが妥当
（新型コロナウイルスの影響
により、令和２年度中に開催
方法等を見直した事業を含
む。）
事業内容や手法の   → ２
一部見直しが必要
事業の廃止や休止   → ３
を含む検討が必要
事業の終了        　  → ４

事業実施結果

32 公共施設の活用

地域のコミュニケーションの場と
して、誰もが気軽に利用しやす
い施設とするため、利用者等か
ら意見や要望を聴きながら、施
設の適切な運営を行います。

公民館・
市民会館

　〇市民会館・公民館の利用者数
市民会館：15,053、平川公民館28,505人（含
富岡分館）、長浦公民館38,995人、根形公
民館21,572人、平岡公民館：12,319人
　〇利用者懇談会
　市民会館・公民館を定期的に利用する
サークル等を対象に利用者懇談会を開催
した。
　公民館でのサークル活動のあり方につい
て理解を図り、また、利用者からの意見や
要望、各団体が抱える課題の把握を行っ
た。特に、令和２年度は、新型コロナウイル
ス感染症の影響により、施設の休館や利用
の制限などを行ったため、定期利用団体の
活動状況及び利用制限への要望への把握
に努めた。コロナ禍であった為、市民会館
は人数を分散し３回開催、根形公民館は１
回開催、平川公民館、長浦公民館、平岡公
民館は書面開催とした。

60%
①利用者懇談会の実施
　回数

5回 7回 100% Ａ

　利用者懇談会は市民会館・公民
館の定期利用団体の代表者を対
象に、例年３月末に開催しており、
令和２年度は新型コロナウイルス
感染症の影響が１年経った時期で
の開催となった。定期利用団体か
らは、休館や使用制限に対する意
見や要望があり、また、活動も十分
に行えなかった状況が伺えた。令
和３年度も新型コロナウイルス感染
症の影響があるものの、引き続き
定期利用団体をはじめ利用者から
の意見等を把握し、男女ともに利
用しやすい施設を目指していく。

Ａ 1

①啓発用リーフレットの配
　布

2回 2回

②広報紙情報掲載 1回 0回

①関係機関発行リーフレッ
　トの配布

10回 14回

②市ホームページへの
　情報掲載

3回 1回

①啓発用パンフレットの作
　成・配布

1回 0回

②情報紙パートナーへの
　情報掲載

0回
（隔年

実施予
定のた

め）

0回

①女性部会活動支援
　補助金交付

1回 1回

②女性部会研修回数 1回 0回

①広報紙への掲載 2回 2回

②制度周知のPR 4回 3回

1

80% Ａ 1

40% Ｃ 1

34
就業環境に関する情
報の提供

（ウ）
新型コロナウイルス感染症
による新しい生活様式を踏
まえて、女性の地位向上や
社会での活躍推進のため、
社会情勢に柔軟に対応し
ながら事業実施に努められ
たい。

　長時間労働や働き方改革等の就業環境
に関する法令や制度改正について、リーフ
レットの配布を行い、目標を達成することが
できた。
　市ホームページへの情報掲載は目標達
成できなかった。

起業・創業支援制度
の周知

経営者（創業希望者）を育成す
るため、創業担当窓口を設置
し、各関係機関と連携・協力し、
相談者のニーズに対応すること
で、多様な働き方ができるように
支援します。（男性も対象の制
度）

就業に関する法令や制度改正
などの情報提供をするため、国
や県のパンフレット等を活用して
周知していきます。

商工観光課

60% Ｂ

Ｃ 1

　女性部会研修については、新型
コロナウイルス感染症の影響によ
り中止となり、目標を達成できな
かった。

80%

Ｂ

Ｃ

（ウ）
事業所や団体に対する男
女共同参画についての意
識醸成に向け、啓発用パン
フレットの作成及び配布に
努められたい。

Ａ

　男女雇用機会均等法に関する国等から
の情報提供はなかったため、女性就業支
援に関するリーフレットの配布を行い、周知
を行った。
　広報紙への情報掲載はできず、目標達成
に至らなかった。

37 1Ａ

　創業相談窓口を設置し、商工会をはじめ
とした各関係機関と連携・協力し、創業者や
創業希望者のニーズに対応する支援に取
り組んだ。
　創業者や創業希望者に対し、事業を行う
上で必要になる様々な知識について講義す
る創業塾（商工会）や創業スクール（千葉県
信用保証協会）について、市内広報等で積
極的な周知を行ったことで、多くの参加が
あった。
　創業支援補助金制度の周知をホーム
ページの他、そでこい等の情報紙により行
い、補助金の実績が５件となった。

Ｃ

80% Ａ

0%

　パンフレットの作成に着手できな
かったため、来年度以降、検討をし
ていきたい。
　また、情報紙を活用した情報発信
にも取り組んでいきたい。

　ホームページを通じて、男女共同参画等
に関して優れた取組みを行っている事業所
を紹介した。
　県の事業所表彰制度について、事業所推
薦期間については、チラシを配布したり、
ホームページの記事を拡充して周知を行っ
た。

60%

推進項目２　働く場における男女共同参画の推進

施策の方向１　雇用の分野における男女の均等な機会と待遇の確保

33
男女雇用機会均等法
の制度の周知

雇用の分野での男女の均等な
機会及び待遇の確保促進のた
め、広報紙やホームページによ
る情報発信及びパンフレットの
配布などにより周知・啓発を行
います。

商工観光課

施策の方向２　女性の起業・就業等への支援

商工観光課

　女性の地位向上や社会での更なる活躍
を推進するため、補助金を交付し、研修会
の実施や定期的に会議を開催し意見交換
を行う女性部の様々な活動の支援を目指
したが、毎年行っている女性部会研修につ
いては、新型コロナウイルス感染症の影響
により中止となり、目標を達成できなかっ
た。

40% 40%36 商工団体女性部活
動への支援

女性の活躍を推進するため、商
工団体女性部の活動や研修等
の実施に対し、補助金を交付し
て支援します。

35
表彰等を受けた優れ
た事業所の取組みに
対する情報提供

男女共同参画の推進に取り組
む事業所を増やしていくため、
男女共同参画等に関して優れ
た取組みを行っている事業所に
対し、県の事業所表彰などを始
めとした表彰への推薦を行うと
ともに、その取組みについて紹
介します。

商工観光課 80%

市民協働推進課
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第４次男女共同参画計画令和２年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

　　　　　　　　　①
 　事業実施結果に対する評価
完全に実施できた（100％）  →100％
十分実施できた（80～99％）→ 80％
概ね実施できた（60～79％）→ 60％
あまり実施できなかった
　　　　　　　　　　（40～59％）→ 40％
ほとんど実施できなかった
　　　　　　　　　　（39％以下）→ 20％
未　実　施　　　　　　　　　　　→　0％

名称 目標値 実績値

　　　　　　②
　　　達成状況

100％以上→ 100％
80～99％  →  80％
60～79％  →  60％
40～59％  →  40％
39％以下  →  20％
未  実  施  →   0％
翌年度以降実施予定
事業：－

１次評価（担当課評価）

　　　　総合評価
　　　（①+②）/２

完全又は十分実施　　→ Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　→ Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　→ Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施               → Ｄ

改善点
（課題・懸念事項・改善案・今後の

方向性等）

２次評価

事業内容 担当課

事
業
番
号

施策名

活動指標 　　　　総合評価

完全又は十分実施　　 → Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　 → Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　 → Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施           　     → Ｄ

　　　　付帯意見

重点的取組のうち積極的な取
組を求める事業（ア）、男女共
同参画の視点をさらに取り入
れることが良いと考えられる事
業（イ）、総合評価がＣ又はＤ
に該当した事業（ウ）について
記載

令和２年度の取組実績

　　今後の方向性

現状どおり事業を進  → １
めることが妥当
（新型コロナウイルスの影響
により、令和２年度中に開催
方法等を見直した事業を含
む。）
事業内容や手法の   → ２
一部見直しが必要
事業の廃止や休止   → ３
を含む検討が必要
事業の終了        　  → ４

事業実施結果

①千葉県ジョブサポートセ
　ンターによる本市再就職
　セミナーの開催

2回 2回

②市内企業就職説明会の
　開催

2回 0回

39
家族経営協定の締結
の推進

男女がともに意欲的に農業経
営に参画する環境を整備するた
め、家族経営協定締結を推進し
ます。

農林振興課

　家族一人ひとりが、お互いに個性と能力
を認め合い、対等な仲間として農業経営を
行うため、県、農業関係団体等と情報を共
有し、掘り起こしを行い、協定の締結に結び
付けることができた。

80% ①家族経営協定の締結数 36件 35件 80% Ａ Ａ 1

①育成セミナー・農業大学
　校受講者数

11人 4人

②制度利用促進のための
　周知

1回 1回

41
審議会等への女性の
登用率の向上

審議会等における女性登用率３
５パーセントを実現するため、女
性の登用を推進します。

職員課
　審議会委員に関する庁内への通知等に
より、女性登用率の向上に向けた周知を図
り、指標も目標値を達成することができた。

80%
①市の審議会等における
　女性委員の割合

31% 32.1% 100% Ａ

　審議会等の委員の中には法令等
の規定により公募を行う余地がな
い場合があるため、一定の限界は
あるものの女性の積極的な登用に
ついて浸透してきていることから、
今後も機会を捉え周知していく。

Ａ 1

（ア）
審議会等委員の女性登用
は、政策・方針決定の過程
における男女差の均衡や、
視野の拡大等様々な意義
をもたらす。今後も継続的
な周知に努められたい。

42
女性のエンパワーメ
ントの推進

「特定事業主行動計画」に基づ
き、性別に関わりなく、個人の能
力と適性に応じた職域の拡大を
図るため、女性職員の適正な管
理職の登用を推進します。

職員課

　性別にかかわらず、個人の能力や適性に
応じた職員配置を実施するとともに、平等
な取り扱いのもと研修等へ派遣し、人材の
育成に努めている。
　今後も性別にとらわれない能力重視の人
事登用を継続していく。
・平成３０年３月３１日現在
　管理職１０４名のうち、女性１２名（１１．
５％）
・平成３１年３月３１日現在
　管理職１０３名のうち、女性１１名（１０．
７％）
・令和２年　３月３１日現在
　管理職１００名のうち、女性１３名（１３．
０％）
・令和３年　３月３１日現在
　管理職　９１名のうち、女性１２名（１３．
２％）

80%
①市女性職員の管理職へ
　の登用率

12% 13.2% 100% Ａ

　女性の管理職を増やすため、就
労意欲を高めるための研修やワー
クライフバランスの推進に寄与する
取組を検討する。

Ａ 1

①選挙出前講座（中学生） 2回 0回

②選挙出前講座（高校生）

0回
（隔年

実施予
定のた

め）

0回

44 市女性職員のキャリ
ア形成

市女性職員の管理職等への登
用を推進するため、女性職員を
指導者養成研修等に派遣する
とともに、女性職員のキャリア
アップを図ります。

職員課

　自治研修センター、君津郡市広域市町村
圏事務組合、市町村アカデミーなどが主催
する研修へ管理職を目指す女性職員を派
遣した。
　しかし、新型コロナウイルス感染症の影
響により各種研修が中止となり、予定して
いた研修に派遣できなかった。

60% ①研修参加者数 8人 1人 20% Ｃ
　今後も外部研修機関を活用し、
女性のキャリアアップへの意欲を
高めていく。

Ｃ 1

（ウ）
女性職員のキャリアアップ
を図るため、可能な限り研
修への参加促進に努めら
れたい。

（ウ）
新型コロナウイルス感染症
による新しい生活様式を踏
まえ、社会情勢に柔軟に対
応しながら事業実施に努め
られたい。

推進項目３　政策・方針決定過程における男女共同参画の推進

施策の方向３　農業における男女共同参画の推進

1

60% Ｃ 1

　千葉県ジョブサポートセンターと当市、木
更津市、君津市、富津市の４市の共催で再
就職セミナーを年２回開催し、目標を達成
したが、市内企業就職説明会については、
学校や企業の意見も踏まえ、新型コロナウ
イルス感染症の影響により中止としたた
め、目標を達成できなかった。

Ｃ40%
　新型コロナウイルス感染症の影
響により、市内企業就職説明会は
開催できなかった。

1

施策の方向１　市の審議会等への女性参画の推進（重点的取組）

施策の方向２　女性の能力発揮への支援

43
政治への関心を高め
るための啓発活動の
実施

投票率向上に向けた啓発活動
の実施により、政治分野への関
心が高まるよう、啓発事業を推
進します。

選挙管理委員会 0%

　令和２年度実施予定であった、蔵
波中学校、根形中学校に対して、
令和３年度実施予定である旨説明
し、来年度の行事作成の際に考慮
いただくよう依頼済み

D

（ウ）
若年層における政治への
関心向上のため、新型コロ
ナウイルス感染症による新
しい生活様式を踏まえ、社
会情勢に柔軟に対応しな
がら事業実施に努められた
い。

0% D

　広報そでがうらやホームページ等での周
知のほか、新規就農者との相談時や会議
等でも周知を行ったが、目標数値を達成す
ることができなかった。引き続き周知等を行
う。

　新型コロナウイルス感染症による、全事
業未実施

60% Ｂ農林振興課 60% Ｂ40 新規就農者への支援

男女がともに主体的に農業経
営を行えるよう、新規就農者に
対し、専門技術と経営知識の習
得を支援するため、県経営体育
成セミナーの受講補助等の支
援を行います。

38 再就職の支援

あらゆる世代の能力と意欲を活
かすため、千葉県ジョブサポー
トセンターなど各関係機関と連
携して、再就職支援セミナー等
を開催するなど、多様な働き方
ができるように支援します。（男
性も対象の制度）

商工観光課
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第４次男女共同参画計画令和２年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

　　　　　　　　　①
 　事業実施結果に対する評価
完全に実施できた（100％）  →100％
十分実施できた（80～99％）→ 80％
概ね実施できた（60～79％）→ 60％
あまり実施できなかった
　　　　　　　　　　（40～59％）→ 40％
ほとんど実施できなかった
　　　　　　　　　　（39％以下）→ 20％
未　実　施　　　　　　　　　　　→　0％

名称 目標値 実績値

　　　　　　②
　　　達成状況

100％以上→ 100％
80～99％  →  80％
60～79％  →  60％
40～59％  →  40％
39％以下  →  20％
未  実  施  →   0％
翌年度以降実施予定
事業：－

１次評価（担当課評価）

　　　　総合評価
　　　（①+②）/２

完全又は十分実施　　→ Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　→ Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　→ Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施               → Ｄ

改善点
（課題・懸念事項・改善案・今後の

方向性等）

２次評価

事業内容 担当課

事
業
番
号

施策名

活動指標 　　　　総合評価

完全又は十分実施　　 → Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　 → Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　 → Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施           　     → Ｄ

　　　　付帯意見

重点的取組のうち積極的な取
組を求める事業（ア）、男女共
同参画の視点をさらに取り入
れることが良いと考えられる事
業（イ）、総合評価がＣ又はＤ
に該当した事業（ウ）について
記載

令和２年度の取組実績

　　今後の方向性

現状どおり事業を進  → １
めることが妥当
（新型コロナウイルスの影響
により、令和２年度中に開催
方法等を見直した事業を含
む。）
事業内容や手法の   → ２
一部見直しが必要
事業の廃止や休止   → ３
を含む検討が必要
事業の終了        　  → ４

事業実施結果

45 人権擁護委員等によ
る相談所の開設

全ての人々の人権を守るため、
人権相談や法律相談等を行う
とともに、人権侵害などがあっ
た場合は、関係機関と連携し
て、被害者救済のための適切
な対応を行います。

市民協働推進課

　人権相談や法律相談を実施し、トラブル
の回避に向けた助言等を行った。
　人権相談については、定例相談及び特設
相談ともに新型コロナウイルス感染症の影
響により、計画どおりに開催することができ
なかった。

40% ①人権相談等相談回数 109回 25回 20% Ｃ
　新型コロナウイルス感染症対策
を講じつつ、実施方法の検討も視
野に入れて相談業務を実施する。

Ｃ 2

（ウ）
新型コロナウイルス感染症
による新しい生活様式を踏
まえ、実施方法の検討も視
野に入れて相談業務の実
施に努められたい。

46
女性の人権等相談窓
口の周知

女性が抱えている悩みを解決す
るため、広報紙やホームページ
等で相談窓口を周知するととも
に、女性サポートセンター等の
周知カードなどを窓口等に設置
して周知を図ります。

市民協働推進課

　女性の人権相談窓口「女性の人権ホット
ライン」について、ホームページ及び広報紙
に記事を掲載して周知した。
　また、千葉県女性サポートセンターの周
知カードを市民活動支援課窓口及び市役
所の女性トイレ等に設置して周知をした。

60%
①広報紙等掲載
　（ＨＰは通年）

1回 1回 100% Ａ Ａ 1

47
ＤＶの防止のための
啓発活動の実施

ＤＶの根絶に向けて、男女間の
あらゆる暴力が犯罪であること
の認識と理解を深めるため、広
報・啓発活動を実施します。

子育て支援課

　令和２年11月12日～25日の「女性に対す
る暴力をなくす運動」期間中に、広報紙へ
の掲載、自治会へのDV防止運動チラシの
回覧、駅掲示板を使った広報・啓発活動を
実施した。

100%
①ＤＶや虐待などの暴力
　の予防と根絶に関する
　広報・啓発

1回 1回 100% Ａ Ａ 1

48
ＤＶ被害者に対する
相談支援体制の強化

ＤＶ被害者に対し、相談窓口を
周知するとともに、専門職員に
よる相談を行うことにより、被害
者の自立支援等のために適切
な方策が講じられるよう、関係
機関と連携して、厳正かつ適切
な対処を実施します。

子育て支援課

　DV相談カードの窓口配布、DV防止月間
に広報紙や駅掲示板によりDV防止啓発及
び相談窓口の周知を実施した。
　DV被害者からの相談に対して、子育て世
代総合サポートセンター職員が対応し、緊
急度が高い場合には、警察への通報や、
シェルター等避難先について案内を行っ
た。
　避難の意向や必要性がない場合には、生
活に対する助言、警察や配偶者暴力相談
支援センター等の関係機関への相談につ
いて案内を実施した。

100%
①相談窓口の広報紙等に
　よる周知

12回 12回 100% Ａ Ａ 1

①要保護児童対策地域
　協議会開催

14回 13回

②相談窓口の広報紙等
　による周知

12回 12回

50
高齢者虐待の防止と
迅速な対応

高齢者虐待の防止や通報義務
についての普及啓発を行うとと
もに、被虐待者の早期発見及び
被虐待者や養護者への支援
等、迅速な対応を行います。

高齢者支援課

　高齢者虐待の対応の窓口である地域包
括支援センターおよび２４時間３６５日相談
対応可能なブランチの周知を広報、パンフ
レット等で行うとともに、住民や民生委員・
医療介護の専門職の研修会等の機会に、
高齢者虐待の実態と予防・対応について理
解を図った。
　また、疑わしい案件を発見、見聞きした場
合には地域包括支援センターへ情報の提
供をお願いし、情報があったときにはできる
限り迅速に訪問を行うなど対象者へ接触を
図った。
　また、市民等より個別の相談があった際
には、高齢者虐待の引き金として、家族介
護者の心身の負担や、性役割・DVなどの
家族歴が影響する可能性があることを示
し、性役割にとらわれず介護サービスや行
政サービスを利用し介護の負担を軽減する
よう助言した。

100% ①啓発活動回数 48回 20回 40% Ｂ Ｂ 1

51
障がい者虐待の防止
と迅速な対応

障がい者虐待の防止や通報義
務についての普及啓発を行うと
ともに、被虐待者の早期発見及
び被虐待者や養護者への支援
等、迅速な対応を行います。

障がい者支援課

　障がいのある人に対する虐待を早期に発
見し適切に対応すること及び地域全体で障
がいのある人とその家族の支援が大切で
あるという考えのもと、広報紙において障が
いに関し受け付けている相談業務の周知を
行い、障がい者虐待の防止や通報義務に
ついての普及啓発を行うことができた。

100%
①広報等による障がい者
　虐待防止に関する周知

１回 1回 100% Ａ Ａ 1

80% Ａ 1

基本目標Ⅱ　健康で安全・安心に暮らせる社会づくり

推進項目４　あらゆる暴力の根絶

施策の方向１　ＤＶ等の防止と被害者への相談支援体制の強化（重点的取組）

49
児童虐待の防止と迅
速な対応

児童虐待の防止や通報義務に
ついての普及啓発を行うととも
に、児童虐待の未然防止から早
期発見、早期対応・支援まで切
れ目ない取組みを行います。

Ａ80%子育て支援課

　児童虐待防止月間における、児童虐待防
止のリーフレットの配布、広報紙、駅掲示板
による広報啓発活動を実施。
　要対協実務者会議を毎月開催し、要保護
児童に関する支援の進行管理を実施。
　代表者会議については、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により中止となった。
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第４次男女共同参画計画令和２年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

　　　　　　　　　①
 　事業実施結果に対する評価
完全に実施できた（100％）  →100％
十分実施できた（80～99％）→ 80％
概ね実施できた（60～79％）→ 60％
あまり実施できなかった
　　　　　　　　　　（40～59％）→ 40％
ほとんど実施できなかった
　　　　　　　　　　（39％以下）→ 20％
未　実　施　　　　　　　　　　　→　0％

名称 目標値 実績値

　　　　　　②
　　　達成状況

100％以上→ 100％
80～99％  →  80％
60～79％  →  60％
40～59％  →  40％
39％以下  →  20％
未  実  施  →   0％
翌年度以降実施予定
事業：－

１次評価（担当課評価）

　　　　総合評価
　　　（①+②）/２

完全又は十分実施　　→ Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　→ Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　→ Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施               → Ｄ

改善点
（課題・懸念事項・改善案・今後の

方向性等）

２次評価

事業内容 担当課

事
業
番
号

施策名

活動指標 　　　　総合評価

完全又は十分実施　　 → Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　 → Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　 → Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施           　     → Ｄ

　　　　付帯意見

重点的取組のうち積極的な取
組を求める事業（ア）、男女共
同参画の視点をさらに取り入
れることが良いと考えられる事
業（イ）、総合評価がＣ又はＤ
に該当した事業（ウ）について
記載

令和２年度の取組実績

　　今後の方向性

現状どおり事業を進  → １
めることが妥当
（新型コロナウイルスの影響
により、令和２年度中に開催
方法等を見直した事業を含
む。）
事業内容や手法の   → ２
一部見直しが必要
事業の廃止や休止   → ３
を含む検討が必要
事業の終了        　  → ４

事業実施結果

52
職場におけるハラス
メントの防止に向けた
啓発活動の実施

市職員のハラスメントの防止に
向けた理解と知識を深めるた
め、情報提供や研修を実施する
と共に、相談しやすい環境の整
備に努めます。

職員課

　国のハラスメントに関連する法改正を踏ま
え、若手職員に対し研修を実施し、基礎的
事項等について理解を深めることができ
た。

80% ①研修参加者数 20人 90人 80% Ａ

　ハラスメントに関する市の取組指
針や防止のための相談体制などを
新たに定めたことから、今後管理
職に向けた研修を実施していく。

Ａ 1

①講座開催（隔年開催） 1回 0回

②広報紙等掲載 1回 1回

①地区社会福祉協議会に
　よるサロン設置数

26回 11回

②健康福祉支援室及び
　地域包括支援センター
　（ながうら、ひらかわ）の
　周知回数

48回 20回

55
高齢者の相談窓口の
開設と適切な対応、
支援の強化

高齢者を支援するため、相談窓
口となるサブセンターを含めた
地域包括支援センターについ
て、周知を図るとともに、相談内
容に応じた適切な対応を行いま
す。

高齢者支援課

　住民や民生委員・医療介護の専門職に対
し、会議等における講義や資料配布により
介護予防・介護・権利擁護の相談窓口であ
る地域包括支援センターおよび２４時間３６
５日対応可能な窓口であるブランチについ
て周知を実施した。
　市民等からの相談対応時には、男女にと
らわれず介護予防に取り組むこと、性役割
にとらわれず制度やサービスを利用し介護
の負担を軽減すること等について助言を
行った。

100%
①地域包括支援センター
　（サブセンター含める）に
　ついての周知実施回数

48回 20回 40% Ｂ Ｂ 1

56
高齢者見守りネット
ワーク事業の推進

高齢者が住み慣れた地域で安
心して暮らせるよう、協定を締結
した協力事業者・関係団体等に
よるネットワークにより、さりげな
い見守り活動を行います。

高齢者支援課

　市及び見守り協力者が相互に連携し、３
件の異変のある高齢者を早期に発見し、必
要な支援を行った。
　また、活動指標である事業周知を年３回し
たほか、成果指標である協力事業者・関係
団体数の拡大に努め、目標である６０団体
を上回る６９団体に登録いただき、地域社
会全体で高齢者を見守る体制を確保し、
もって高齢者が住み慣れた地域で安心して
生活できる地域づくりを推進した。

100% ①事業の周知回数 3回 3回 100% Ａ Ａ 1

57
高齢者と子や孫の同
居支援

高齢者の孤立を防ぐため、離れ
て暮らしていた高齢者とその子
等が、同居あるいは近隣へ転居
することを支援します。

高齢者支援課

　新築７件、転居３件の合計１０件の利用が
あり補助金を交付した。新築で補助金の助
成を受けた世帯には子育て世帯も含まれて
おり、離れて暮らしていた高齢者とその子、
孫が世代間でお互いに支え合いながら生
活する一助となった。
　事業の周知は、新型コロナウイルス感染
症の影響により会議やイベントの開催など
の回数が減少したことから、目標とする周
知回数には及ばなかったものの、県内外の
住宅展示場へチラシ設置を依頼し事業者
へ周知したほか、木更津住宅展示場とタイ
アップし、新聞折り込みチラシに本事業の
掲載する等事業周知に努めた。

80% ①制度の周知回数 15回 10回 60% Ｂ Ｂ 1

58
障がい者支援制度等
の周知

障がい者支援制度の理解促進
を図るため、広報紙やホーム
ページ等を活用して制度の周知
をするとともに、「障がい福祉の
しおり」や相談支援事業所の一
覧を作成し、配布します。

障がい者支援課

　共に支え合って暮らす共生社会の実現を
目指し、広報紙やホームページにおいて障
がいに関する制度の周知を行うとともに、
「障がい福祉のしおり」や相談支援事業所
の一覧を作成・配布し、障がい者支援制度
の理解促進を図ることができた。

100%
①広報等による障がい者
　支援制度に関する周知

1回 1回 100% Ａ Ａ 1

施策の方向２　人権侵害を許さない社会環境づくり

53 ハラスメント防止に向
けた啓発活動の実施

ハラスメントを防止するため、人
権擁護委員と協力しながら、講
座の開催や情報紙などによる
啓発活動を実施します。

市民協働推進課 40%

　今後も継続して情報紙等に記事
の掲載をしていきたい。
　新型コロナウイルス感染症の影
響により協議が滞っているハラスメ
ント講座の開催についても、人権
擁護委員と連携しながら検討して
いきたい。

Ｃ

（ウ）
市職員のみならず市内事
業所を対象にした講座開催
を視野に入れ、検討に努め
られたい。

　新規採用職員研修で人権について取り
上げ、ハラスメントの講義を行った。
　パワハラ防止法が施行されたことに伴
い、情報紙でハラスメント防止に向けた記
事を掲載して、周知を行った。

60% Ｃ 2

施策の方向１　高齢者や障がい者への生活支援

Ｃ 1

　コロナ禍による影響のため、開催を自粛
している地区や会場が生じたことによりサ
ロン開催数などは計画値を下回った。
　ただし、３密を避けることなどを意識し、各
地区の状況や開催会場、参加見込人数等
を加味し、開催の継続の努力を行うととも
に、また広報活動など新型コロナウイルス
感染症の影響を受けないことに関しては適
切に行った。
　また、住民や民生委員に対し、会議等の
際に資料配布により地域包括支援センター
の周知を実施した。

40%

推進項目５　誰もが安心して暮らせる環境づくり

（ウ）
新型コロナウイルス感染症
による新しい生活様式を踏
まえて、社会情勢に柔軟に
対応しながら事業再開に努
められたい。

40%

　新型コロナウイルス感染症の影
響をうけたが、取組としては事業実
施結果のとおり活動の推進に務め
たところであり、引き続き社会情勢
を踏まえながら、推進していく。

Ｃ54 相談事業の充実

各種相談や援護活動などの地
域における福祉サービスの充
実を図るため、社会福祉協議
会に対する支援を行います。ま
た、保健福祉全般に対する相
談窓口である健康福祉支援室
の周知を図るとともに、相談内
容に応じた適切な対応を行いま
す。

地域福祉課
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第４次男女共同参画計画令和２年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

　　　　　　　　　①
 　事業実施結果に対する評価
完全に実施できた（100％）  →100％
十分実施できた（80～99％）→ 80％
概ね実施できた（60～79％）→ 60％
あまり実施できなかった
　　　　　　　　　　（40～59％）→ 40％
ほとんど実施できなかった
　　　　　　　　　　（39％以下）→ 20％
未　実　施　　　　　　　　　　　→　0％

名称 目標値 実績値

　　　　　　②
　　　達成状況

100％以上→ 100％
80～99％  →  80％
60～79％  →  60％
40～59％  →  40％
39％以下  →  20％
未  実  施  →   0％
翌年度以降実施予定
事業：－

１次評価（担当課評価）

　　　　総合評価
　　　（①+②）/２

完全又は十分実施　　→ Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　→ Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　→ Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施               → Ｄ

改善点
（課題・懸念事項・改善案・今後の

方向性等）

２次評価

事業内容 担当課

事
業
番
号

施策名

活動指標 　　　　総合評価

完全又は十分実施　　 → Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　 → Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　 → Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施           　     → Ｄ

　　　　付帯意見

重点的取組のうち積極的な取
組を求める事業（ア）、男女共
同参画の視点をさらに取り入
れることが良いと考えられる事
業（イ）、総合評価がＣ又はＤ
に該当した事業（ウ）について
記載

令和２年度の取組実績

　　今後の方向性

現状どおり事業を進  → １
めることが妥当
（新型コロナウイルスの影響
により、令和２年度中に開催
方法等を見直した事業を含
む。）
事業内容や手法の   → ２
一部見直しが必要
事業の廃止や休止   → ３
を含む検討が必要
事業の終了        　  → ４

事業実施結果

59
ひとり親家庭等への
支援

ひとり親家庭等に対する自立を
支援するため、児童扶養手当の
支給や医療費助成を行います。
また、母子・父子自立支援員に
よるひとり親家庭の自立支援に
関する相談を、窓口等で実施し
ます。

子育て支援課

　児童扶養手当の支給やひとり親医療費の
助成を行うことで経済的な支援を行った。
　母子・父子自立支援員による相談・助言
及び指導に加え、ひとり親の就職支援の一
助となるよう、自立支援教育訓練給付金支
給事業や高等職業訓練促進給付金支給事
業の対象講座の拡充を行うべく要綱の一部
改正を行った。

80%
①ひとり親家庭等医療費
　助成件数

3,400件 4,391件 100% Ａ Ａ 1

①国際交流協会による 4回

①国際交流協会による交
流イベントの開催回数

4回 0回

②交流イベントの周知回数 6回 0回

①すこやか健康相談件数 70件 54件

②生活習慣病予防講演会
　の開催

１回 0回

③特定保健指導実施率 54% 60.9%

①運動教室の年間開催数 3,600回 259回

②施設利用人数
188,500

人
34,979

人

①するスポーツ（スポーツ
　教室、体力測定会等）の
　開催

3回 0回

②観るスポーツ（プロス
　ポーツ・全国大会等）の
　場の提供

5回 5回

65
スポーツ・レクリエー
ション行事等の充実

地域スポーツの振興を図るた
め、総合運動場や臨海スポー
ツセンター等を活用しながら、
総合型地域スポーツクラブを中
心としたスポーツ活動を支援し
ます。

スポーツ振興課

　総合型地域スポーツクラブ連絡協議会主
催の「ウォーキングフェスタ２０２１ｉｎ袖ケ
浦」は、新型コロナウイルス感染症の影響
により、市内在住者に限定し準備を進めた
が、中止となった。家族の申し込みが増え
つつあり、市内のスポーツイベントとして市
民の方々に浸透してきている。（申込者数２
３１人）
　総合型地域スポーツクラブの交流大会
は、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、中止となった。

40%
①ウォーキングフェスタの
　参加者数

500人 0人 0% Ｃ

　総合型地域スポーツクラブの会
員数について、新型コロナウイル
ス感染症の影響により本年度大き
く減少した。
　今後、１８歳以下、特に中高校生
の会員が少ないので、若者が参加
できる種目等について、男女共同
参画も含め、各クラブとともに検討
していく必要がある。

Ｃ 1

（ウ）
新型コロナウイルス感染症
による新しい生活様式を踏
まえて、社会情勢に柔軟に
対応しながら事業再開に努
められたい。

　新型コロナウイルス感染症の影
響により、臨時休場や利用制限
等、感染対策をしながら運営してい
るが、このまま新型コロナウイルス
感染症が収束しなければ、目標達
成できない状況が続く。
　また、施設の修繕に多額の費用
が掛かるため、今後の施設運営の
方針について検討が必要となって
いる。

Ｃ

（ウ）
新型コロナウイルス感染症
による新しい生活様式を踏
まえ、社会情勢に柔軟に対
応しながら事業再開に努め
られたい。

64 運動教室及びスポー
ツイベントの開催

市民にスポーツに親しむ場を提
供するため、指定管理者と連携
し、臨海スポーツセンター等に
おける各種運動教室やスポー
ツイベントを開催します。

スポーツ振興課 40%

　「するスポーツ」では、障がい者ス
ポーツへの理解を深めるため、ス
ポーツ指導者及び市民に障がい者
スポーツを体験できる場の提供に
ついて、引き続き検討していきた
い。
　今後も、　「観るスポーツ」の場を
市民に提供することを目的とし、プ
ロスポーツや全国レベルの大会を
積極的に本市に誘致していきた
い。
　指定管理者の自主事業による大
学やクラブの合宿誘致活動を周知
方法の見直しを行いながら引き続
き行いたい。

Ｃ

（ウ）
するスポーツも観るスポー
ツも生涯を通じた男女の健
康支援に寄与する重要なも
のとなるため、新型コロナ
ウイルス感染症による新し
い生活様式を踏まえ、社会
情勢に柔軟に対応しなが
ら、積極的な事業展開に努
められたい。

63 袖ケ浦健康づくり支
援センターの活用

市民の健康維持・増進を図るた
め、袖ケ浦健康づくり支援セン
ターにおいて、各種運動教室や
運動支援・健康相談など、効率
的な保健事業を実施します。

Ｃ

(ウ）
新型コロナウイルス感染症
による新しい生活様式を踏
まえ、開催方法の検討を視
野に入れ、事業の実施に
努められたい。

施策の方向２　ひとり親家庭への生活支援

施策の方向３　外国人が安心して暮らせる環境づくり

60
外国人への日本語教
室の開催及び相談対
応

在住外国人が誤解をされたり不
安を抱くことなく、安心して暮らし
ていけるよう、日本語教室を開
催するとともに、関係機関と連
携し、情報の提供や相談に対応
します。

市民協働推進課 40% Ｂ

　交付による教材や感染症対策備品購入
の支援等を行った。
　また、市ホームページを活用し、多言語・
やさしい日本語による新型コロナウイルス
感染症関連情報の提供を行った。

80%
①日本語教室の開催支援
　回数

44回 24回 Ｂ 1

61 国際交流事業の促進

市民レベルでの異文化交流を
積極的に推進するため、袖ケ浦
市国際交流協会等の活動を支
援し、姉妹都市の人々や在住
外国人との交流及び活動を行
います。

市民協働推進課

　袖ケ浦市国際交流協会の主たるイベント
が新型コロナウイルス感染症の影響により
中止となった。
　姉妹都市交流や在住外国人との交流に
ついても実施できなかった。

　利用者の健康増進に係る講習会や、介
護予防等を目的とした各種教室を開催し、
健康増進を図ったが、新型コロナウイルス
感染症の影響により、臨時休場や利用制
限等、感染対策をしながらの運営のため、
前年度実績を大幅に下回る結果となった。
　（教室開催数２５９教室）
　（施設利用登録者３１，５３５人）
　（施設利用人数３４，９７９人）

40% Ｃ 2

　①に関して
　新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、体力テスト及びスポーツ教室が中止と
なり、開催に至らなかった。
　②に関して
　予定していた高校野球公式戦及び全日
本女子野球について、新型コロナウイルス
感染症拡大防止対策を講じての開催となっ
た。しかし、開催したものも無観客等（一
部、保護者のみ）による実施だったため、
動員は少数となった。

0%

　新型コロナウイルス感染症の影
響により中止した事業について、
開催方法を見直し、感染症対策を
講じた上で開催することを目標とす
る。
　姉妹都市交流や異文化交流につ
いてもリモート開催の手段が普及
しているため、前向きに開催を検
討したい。

D

62 健康支援の充実

生涯を通じた健康づくりを支援
するため、健康教室・講座等を
開催するとともに、特定健診事
業の重症化予防として保健師・
栄養士による健康指導を実施
し、発症予防・重症化予防に取
り組みます。

健康推進課

0% D

(ウ）
新型コロナウイルス感染症
による新しい生活様式を踏
まえ、開催方法の検討を視
野に入れ、事業の実施に
努められたい。

　計画では講演会を開催する予定となって
いたが、新型コロナウイルス感染症の影響
等により開催することができなかった。
　特定保健指導対象者に保健師・栄養士
による健康指導を実施、生活習慣病予防、
重症化予防に取り組んだ。

2

健康推進課 20%

40% Ｃ

20% Ｃ 2

1

60%

　新型コロナウイルス感染症によ
り、人を集めての事業開催が難し
かったが、感染症対策をとりなが
ら、可能な事業は実施し、併せて
ホームページやオンラインにおけ
る健康支援を充実していく。

推進項目6　生涯を通じた男女の健康支援と性への理解の推進

施策の方向１　生涯を通じた健康づくりの推進

10 / 14 ページ ※斜体は新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業



第４次男女共同参画計画令和２年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

　　　　　　　　　①
 　事業実施結果に対する評価
完全に実施できた（100％）  →100％
十分実施できた（80～99％）→ 80％
概ね実施できた（60～79％）→ 60％
あまり実施できなかった
　　　　　　　　　　（40～59％）→ 40％
ほとんど実施できなかった
　　　　　　　　　　（39％以下）→ 20％
未　実　施　　　　　　　　　　　→　0％

名称 目標値 実績値

　　　　　　②
　　　達成状況

100％以上→ 100％
80～99％  →  80％
60～79％  →  60％
40～59％  →  40％
39％以下  →  20％
未  実  施  →   0％
翌年度以降実施予定
事業：－

１次評価（担当課評価）

　　　　総合評価
　　　（①+②）/２

完全又は十分実施　　→ Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　→ Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　→ Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施               → Ｄ

改善点
（課題・懸念事項・改善案・今後の

方向性等）

２次評価

事業内容 担当課

事
業
番
号

施策名

活動指標 　　　　総合評価

完全又は十分実施　　 → Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　 → Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　 → Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施           　     → Ｄ

　　　　付帯意見

重点的取組のうち積極的な取
組を求める事業（ア）、男女共
同参画の視点をさらに取り入
れることが良いと考えられる事
業（イ）、総合評価がＣ又はＤ
に該当した事業（ウ）について
記載

令和２年度の取組実績

　　今後の方向性

現状どおり事業を進  → １
めることが妥当
（新型コロナウイルスの影響
により、令和２年度中に開催
方法等を見直した事業を含
む。）
事業内容や手法の   → ２
一部見直しが必要
事業の廃止や休止   → ３
を含む検討が必要
事業の終了        　  → ４

事業実施結果

①１歳６か月児健康診査
　の実施回数

12回 13回

②３歳児健康診査の実施
　回数

12回 13回

③すこやか相談の実施回
数

24回 22回

67
不妊に関する相談・
支援

出産を望む夫婦に対し、経済的
な負担の軽減を図るため、不妊
治療費の一部を助成します。

健康推進課

　出産を望む夫婦に対し、不妊治療費等の
助成制度について、ホームページで周知を
行った。延べ、６８組の夫婦に対し、計５，４
８４，２２９円の助成を実施した。
　（特定不妊治療助成実績　５８件　５，４２
２，０００円）
　（不妊検査助成実績　１１件　６２，２２９
円）

100%
①ホームページや広報で
　の周知

2回 2回 100% Ａ Ａ 1

68
性感染症に関する予
防啓発

エイズや性感染症に対する知
識普及や予防のため、関係機
関と連携して、普及・啓発活動
を行います。

健康推進課 　ポスターの掲示等による周知に努めた。 100% ①知識普及・予防啓発 1回 1回 100% A Ａ 1

①平日夜間、土、日曜日
　等の検診実施回数

33回 26回

②がん検診受診者数
25,580

人
15,412人

70 介護予防教室の開催

高齢者が地域で自立した生活
を送ることができるよう、介護予
防に関する普及啓発や活動の
支援を行います。

高齢者支援課

　新型コロナウィルス感染症の影響により、
予定していた口腔機能向上に関する講座
等の中止はあったものの、市から希望団体
に出向いて行う「おらが出張講座」を年５４
回開催し活動の支援を行うとともに介護予
防に関する普及啓発をおこなった。
　男女区別ない講座等を行った。

80%
①おらが出張講座等による
介護予防の普及啓発の実
施回数

60回 54回 80% A Ａ 1

71
ＬＧＢＴ（性的少数者）
への理解促進と支援

市民がLGBT（性的少数者）に関
する理解を深めていくことで、当
事者が偏見や差別を受けること
なく、自分らしく生活できるよう、
啓発活動等に取り組んでいきま
す。

市民協働推進課

　LGBTをテーマとしたセミナーを開催した。
　また、ＬGBTに関する理解を深めるための
リーフレットを作成し、窓口で配布するととも
にホームページにも掲載し、周知を行った。

80%
①啓発用パンフレットの
　作成・配布等

1回 1回 100% Ａ
　付帯意見を受け、全職員を対象
にしてセミナーを開催した。

Ａ 1

施策の方向２　全てのライフステージに応じた健康支援

60%

Ａ

1

各種の健康診査及び各種がん
検診事業の受診率を高めるた
め、各検診事業の周知を行いま
す。

健康推進課

1

60% Ｂ

66
妊婦・乳幼児健康診
査等の充実

安心して妊娠期から子育て期ま
でを過ごせるよう、妊娠・出産・
子育てに関する様々な相談に
応じ、支援します。

健康推進課 80%80%

【１歳６か月児健診】　※該当者は１回目の
緊急事態宣言にて中止となったR２年３月
分の数を含む。
　（該当者：６２４人　受診者：５８５人　受診
率：９３．８％）
【３歳児健診】　※該当者は１回目の緊急事
態宣言にて中止となったR２年３月分の数を
含む。
　（該当者：６７２人　受診者：６１６人　受診
率：９１．７％
感染防止対策のため各健診予約制で実施
し、入室する人数に制限をかけ実施した。
【すこやか相談】　※７月より予約制で人数
を制限しながら再開
　（参加者：２７４人）

　新型コロナウイルス感染症の影響により、
緊急事態宣言期間中の検診を別日程に振
り替えた際、土日等の開催日を確保するこ
とができなかったため、実績値が減少した。
また、同様の原因で市民の受診控え等によ
り受診者数が大きく減少した。
　乳がん検診では十分な感染症対策を行う
ため、予約上限を大幅に制限したことによ
り予約申し込み数が定員数を超過し、受診
できない状態が発生した。
　※子宮がん検診の受診者数は、実績の
報告・集計が完了していないため、２～３月
の個別検診の受診者数を含まない値。

Ａ

69
各種健康診査及び各
種がん検診の受診促
進

Ｂ
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第４次男女共同参画計画令和２年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

　　　　　　　　　①
 　事業実施結果に対する評価
完全に実施できた（100％）  →100％
十分実施できた（80～99％）→ 80％
概ね実施できた（60～79％）→ 60％
あまり実施できなかった
　　　　　　　　　　（40～59％）→ 40％
ほとんど実施できなかった
　　　　　　　　　　（39％以下）→ 20％
未　実　施　　　　　　　　　　　→　0％

名称 目標値 実績値

　　　　　　②
　　　達成状況

100％以上→ 100％
80～99％  →  80％
60～79％  →  60％
40～59％  →  40％
39％以下  →  20％
未  実  施  →   0％
翌年度以降実施予定
事業：－

１次評価（担当課評価）

　　　　総合評価
　　　（①+②）/２

完全又は十分実施　　→ Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　→ Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　→ Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施               → Ｄ

改善点
（課題・懸念事項・改善案・今後の

方向性等）

２次評価

事業内容 担当課

事
業
番
号

施策名

活動指標 　　　　総合評価

完全又は十分実施　　 → Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　 → Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　 → Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施           　     → Ｄ

　　　　付帯意見

重点的取組のうち積極的な取
組を求める事業（ア）、男女共
同参画の視点をさらに取り入
れることが良いと考えられる事
業（イ）、総合評価がＣ又はＤ
に該当した事業（ウ）について
記載

令和２年度の取組実績

　　今後の方向性

現状どおり事業を進  → １
めることが妥当
（新型コロナウイルスの影響
により、令和２年度中に開催
方法等を見直した事業を含
む。）
事業内容や手法の   → ２
一部見直しが必要
事業の廃止や休止   → ３
を含む検討が必要
事業の終了        　  → ４

事業実施結果

72 人権尊重の意識づくり

市民の人権に対する意識を醸
成するため、人権擁護委員と連
携を図りながら、人権教室や講
話などの啓発活動を実施しま
す。

市民協働推進課

　新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、人権教室の開催や人権集会への参加
が計画どおりにできなかった。
　しかし、市としてシトラスリボンプロジェクト
に賛同し、新型コロナウイルス感染症に関
連するいじめや差別をなくすため、小中学
生へのチラシの配布、講話を実施するな
ど、啓発活動を行った。

60%
①人権教室の開催、人権
　集会への参加及び成人
　向け講話の実施

15回 3回 20% Ｃ

　新型コロナウイルス感染症の影
響により、人権教室等が開催でき
なくなり評価は低くなってしまった
が、啓発用のチラシを作成したり、
啓発物資の配布を小学生まで拡大
するなど、工夫をしながら取り組ん
だ。
　今後もできることを考えながら、
人権擁護委員と連携しながら取り
組んでいきたい。

Ｃ 1

（ウ）
新型コロナウイルス感染症
による新しい生活様式を踏
まえて、社会情勢に柔軟に
対応しながら事業再開に努
められたい。

①出前講座の開催 0回 1回

②広報紙及び情報紙へ
　の掲載

1回 1回

①広報紙への掲載 1回 1回

②情報紙の発行 1回 1回

75
男女共同参画推進
のための情報収集
及び活用

本市の男女共同参画の施策に
反映させるため、千葉県及び他
市町の会議や活動への参加並
びに男女共同参画推進員の視
察研修等を実施することによ
り、先進事例等の情報を収集し
ます。

市民協働推進課

　千葉県男女共同参画地域推進員会議に
参加し、県及び他市町の情報収集を行っ
た。
　ちば男女共同参画行政担当者連絡会議
は新型コロナウイルスの影響により開催さ
れず、本市推進員の視察研修も新型コロ
ナウイルス感染症の影響により、実施する
ことができなかった。

40%
①男女共同参画推進員の
　視察研修実施

1回 0回 0% Ｃ

　視察研修を含め、新型コロナウイ
ルス感染症の影響により実施でき
ないものがあったが、会議につい
てはオンラインの活用をするなど実
施できる方法を検討、改善を求め
ていきたいと考えている。

Ｃ 1

（ウ）
新型コロナウイルス感染症
による新しい生活様式を踏
まえて、社会情勢に柔軟に
対応しながら事業再開に努
められたい。

①研修参加者数 30人 13人

②自治大学校への職員
　派遣

3人 0人

①男女共同参画推進員の
　人数

9人 9人

②男女共同参画セミナー
　の参加者数

145人 95人

①男女共同参画社会関連
　図書コーナーの設置

1回 1回

②「おすすめ図書リスト」の
　作成

1回 1回

100%

　男女共同参画社会の実現に向け、ＬＧＢＴ
の基礎的事項等について職員が理解を深
めることで、男女共同参画の各種施策に活
かしていくことが期待できる。
　新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、LGBT研修についてはオンライン開催と
なり、自治大学校については派遣を見送っ
た。

　２回のセミナーを企画したが、いずれも新
型コロナウイルス感染症の影響により集客
での開催を見送った。
　しかし、開催できる方法を模索し、LGBT
のセミナーをオンラインで開催した。

20%

　男女共同参画や女性が活躍でき
る職場づくりに向けて、引き続き職
員の意識醸成を図っていく研修に
取り組む。

職員課

男女共同参画意識の醸成のた
め、広報紙、ホームページ及び
情報紙などを活用し、男女共同
参画の推進に関する情報を発
信します。

市民協働推進課 100%

Ａ

　情報紙を活用した意識啓発を行った。
　固定的な役割分担意識の払拭に向けた
セミナー等を開催することはできなかった
が、市民会館主催講座で出前講座を行い、
意識啓発を行った。

　ホームページを活用し、男女共同参画週
間をはじめとして、男女共同参画の推進に
関する情報を積極的に発信した。
　また、情報紙についても内容を充実させる
ことができた。

　女性の就業、ワークライフバランスや家庭
問題等男女共同参画関連の図書を幅広く
収集し、男女共同参画週間に合わせて図
書リストを作成、関連図書の展示・貸出とと
もに配布を行い、図書館利用者に対して周
知を行った。
　また、市民活動支援課発行の袖ケ浦市男
女共同参画情報紙「パートナー」に男女共
同参画に係るおすすめ図書の情報を提供
した。

74
広報紙等を活用して
情報の発信

78
男女共同参画に関す
る図書の充実

男女共同参画に対する理解を
深めるため、関連図書を整備す
るとともに、「おすすめ図書リス
ト」を作成し、リストの配布や
ホームページでの公開を通じて
市民に周知します。

図書館 100%

Ｃ

（ウ）
新型コロナウイルス感染症
による新しい生活様式を踏
まえて、女性が活躍できる
職場づくり及び職員の意識
醸成に努められたい。

77
男女共同参画への理
解を深めるセミナー
等の開催

男女共同参画への理解と意識
醸成のため、セミナー等を開催
し、意識の向上を図ります。

市民協働推進課 80% Ｂ

1

76 市職員に対する研修
の実施

男女共同参画の理解と認識を
高めるため、市職員に対する研
修を実施し、意識の向上を図り
ます。

73
固定的性別役割分担
意識の払しょくに向け
た取組み

家事や育児の役割分担を見直
すなど、男女の固定的な役割分
担意識の払しょくを進めるため、
男女共同参画推進員による広
報・啓発活動を行います。

市民協働推進課 100%

Ｂ

Ａ

施策の方向２　男女共同参画社会の実現に向けた啓発活動の推進

推進項目７　人権の尊重と男女共同参画への意識づくり

施策の方向１　男女の人権尊重意識の醸成と慣行の是正（重点的取組）

40%

1

（ア）
男女の固定的な役割分担
意識払拭のため、市民への
周知及びセミナー等の開催
についての検討に努められ
たい。

基本目標Ⅲ　男女共同参画社会の実現に向けた基盤づくり

40%

Ｂ 1

80% Ａ 1

60% Ｃ 1

Ａ

Ｂ
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第４次男女共同参画計画令和２年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

　　　　　　　　　①
 　事業実施結果に対する評価
完全に実施できた（100％）  →100％
十分実施できた（80～99％）→ 80％
概ね実施できた（60～79％）→ 60％
あまり実施できなかった
　　　　　　　　　　（40～59％）→ 40％
ほとんど実施できなかった
　　　　　　　　　　（39％以下）→ 20％
未　実　施　　　　　　　　　　　→　0％

名称 目標値 実績値

　　　　　　②
　　　達成状況

100％以上→ 100％
80～99％  →  80％
60～79％  →  60％
40～59％  →  40％
39％以下  →  20％
未  実  施  →   0％
翌年度以降実施予定
事業：－

１次評価（担当課評価）

　　　　総合評価
　　　（①+②）/２

完全又は十分実施　　→ Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　→ Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　→ Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施               → Ｄ

改善点
（課題・懸念事項・改善案・今後の

方向性等）

２次評価

事業内容 担当課

事
業
番
号

施策名

活動指標 　　　　総合評価

完全又は十分実施　　 → Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　 → Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　 → Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施           　     → Ｄ

　　　　付帯意見

重点的取組のうち積極的な取
組を求める事業（ア）、男女共
同参画の視点をさらに取り入
れることが良いと考えられる事
業（イ）、総合評価がＣ又はＤ
に該当した事業（ウ）について
記載

令和２年度の取組実績

　　今後の方向性

現状どおり事業を進  → １
めることが妥当
（新型コロナウイルスの影響
により、令和２年度中に開催
方法等を見直した事業を含
む。）
事業内容や手法の   → ２
一部見直しが必要
事業の廃止や休止   → ３
を含む検討が必要
事業の終了        　  → ４

事業実施結果

79
人権の尊重と男女共
同参画に関する教育
の充実

児童や生徒に対し、男女が互い
の性を尊重し、自分や相手の存
在を大切に思えるよう、発達段
階に応じて人権や男女共同参
画に関する教育を実施します。

学校教育課

　学校にアンケートを実施した。
　発達段階に応じて人権尊重の理念に対す
る理解を深めることができるよう人権に関す
る年間指導計画を作成した。
　年度末に目標に対する点検、評価、見直
し、改善を行い、次年度につなげた。

80%

①学校人権教育の全体計
　画及び年間指導計画の
　点検・評価・見直し（改
　善）　を行った学校の割
　合

100% 100% 100% Ａ
　年間計画を見直す際に、男女とも
により多くの人が関わるようにす
る。

Ａ 1

80
「生きる力」を育てる
進路指導の実施

様々な体験学習を通して、児
童・生徒一人ひとりが将来に希
望や目標を持ち、自分の意志と
個性を尊重して主体的に進路
選択ができるよう、男女共同参
画の視点に立った適切な進路
指導を行います。

学校教育課

　児童、生徒一人ひとりが将来に希望を持
ち、自分の意志と個性を尊重して主体的に
進路選択ができるよう男女共同参画の視点
に立った指導ができた。
　発達段階に即したキャリア教育を年2時間
以上実施した。

60%
①発達段階に即したキャ
　リア教育を年２時間以上
　実施した学級の割合

100% 100% 100% Ａ

　引き続き、次世代を担う子どもた
ちが性別にとらわれることなく個性
と能力を発揮しながらキャリア教育
ができるよう図っていく。

Ａ 1

81 教職員研修の充実

男女共同参画や人権（LGBTな
どを含む）に関する理解を深め
るため、各学校における校内研
修を計画的に実施します。

学校教育課

　児童虐待や体罰、インターネットを通じた
人権侵害について研修を実施した。
　各学校にアンケート（研修の内容、成果）
を実施した。

80%
①人権教育に関する教職
　員研修を実施した学校
　の割合

100% 80% 80% Ａ

　児童虐待や体罰、インターネット
を通じた人権侵害について研修を
実施した。
　各学校にアンケート（研修の内
容、成果）を実施した。

Ａ 1

82
家庭・地域と連携し
た男女共同参画意
識の啓発

より良い子育てについて考えを
深める機会とするため、学級学
年懇談会、学校・PTA主催での
講演会等を実施するとともに、
パンフレット等を配布して一層
の意識啓発を図ります。

学校教育課

　「子育ての提言」を小中学校の入学式（１
１９６部）配布した。新型コロナウイルスの
影響により、青少年健全育成推進大会が
中止となり、目標の配布数を下回った。
　授業参観や学校行事等についても、例年
と同様には行うことができなかったが、ホー
ムページや学校配信メール、たより等通じ
て、各校から、学校の様子や保護者の意識
啓発につながる情報を発信した。

40%
①「子育ての提言」の配布
　数

1,650枚 1,196枚 60% Ｃ

　引き続き、小中学校の入学式と
青少年健全育成推進大会におい
て子育ての提言を配布することに
より、子育て世代と市民に、社会全
体で子育てに取り組んでいくという
意識の啓発を図る。
　新型コロナウイルスの影響によ
り、学校行事や青少年健全育成大
会等、啓発の機会が少なくなった
ため、学校のホームページやたよ
り等、新たな啓発の在り方を検討し
ていく。

Ｃ 1

（ウ）
家庭や地域等社会全体で
子育てに取り組む意識の
醸成を図るため、今後も一
層の周知活動に努められ
たい。

83
メディア・リテラシーを
高める教育の推進

情報社会の中で適切な考え方
や行動ができるようにするた
め、小・中学校において、携帯
電話やコンピュータを利用した
情報の扱い方など、発達段階に
応じた学習の機会を設けます。

学校教育課

　各校において1学級1回以上の指導を行
い、心身ともに成長過程にあり感受性に富
む児童生徒のメディア・リテラシーの向上を
図り、メディア社会に積極的に参画する能
力を養うことができた。

80%
①情報モラルの指導を実
　施した学級の割合

100% 100% 100% Ａ

　引き続き、情報モラル教育を通
し、インターネットをはじめ様々なメ
ディアが社会や生活に及ぼす影響
を理解し、情報化の進展に主体的
に対応できる能力を育成する。

Ａ 1

84 生涯学習講座等の
開催

市民ニーズを把握し、生涯にわ
たる学びの場を提供するため、
生涯学習講座を開催します。

生涯学習課

　新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、第１回と第２回を中止としたが、第３回
をオンライン開催とした。
　（視聴申込者数２８２人）

40% ①参加者数 1,350人 282人 20% Ｃ

　新型コロナウイルスの影響によ
り、事業の実施が困難であった。
次年度の実施および目標の達成を
目指す。

Ｃ 1

（ウ）
新型コロナウイルス感染症
による新しい生活様式を踏
まえて、事業の実施に努め
られたい。

85
男女共同参画への理
解を深める講座等の
開催

男女共同参画への理解を深め
るために、社会教育の場におい
ても、男女共同参画をテーマと
した講座を、各種学級やセミ
ナー等の中で検討・開催しま
す。

公民館・
市民会館

　市民会館で開催する講座の中で、「男女
共同参画」をテーマに１講座を開催した。
　市民会館：第4回女性セミナー「男女共同
参画ことはじめ＆睡眠・快眠講座」参加者
20名

60%
①男女共同参画に関する
　講座等の開催

0回
（R３年

度から実
施のた

め）

1回 100% Ａ

　既存の事業内容に囚われること
なく、各講座の中で１回でも「男女
共同参画」をテーマとしたものを開
催するなど、回数を増やしていける
よう検討していく。

Ａ 1

施策の方向２　社会教育・家庭教育における男女共同参画の理解促進

推進項目８　学校・社会教育等における人権教育や男女共同参画の推進

施策の方向１　学校における人権教育や男女共同参画の啓発・推進
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第４次男女共同参画計画令和２年度の取組実績及び評価一覧表

事業実施結果

　　　　　　　　　①
 　事業実施結果に対する評価
完全に実施できた（100％）  →100％
十分実施できた（80～99％）→ 80％
概ね実施できた（60～79％）→ 60％
あまり実施できなかった
　　　　　　　　　　（40～59％）→ 40％
ほとんど実施できなかった
　　　　　　　　　　（39％以下）→ 20％
未　実　施　　　　　　　　　　　→　0％

名称 目標値 実績値

　　　　　　②
　　　達成状況

100％以上→ 100％
80～99％  →  80％
60～79％  →  60％
40～59％  →  40％
39％以下  →  20％
未  実  施  →   0％
翌年度以降実施予定
事業：－

１次評価（担当課評価）

　　　　総合評価
　　　（①+②）/２

完全又は十分実施　　→ Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　→ Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　→ Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施               → Ｄ

改善点
（課題・懸念事項・改善案・今後の

方向性等）

２次評価

事業内容 担当課

事
業
番
号

施策名

活動指標 　　　　総合評価

完全又は十分実施　　 → Ａ
できた（80％以上）
概ね実施できた　　　　 → Ｂ
           （60～79％）
取組半ばであり改善　 → Ｃ
を要する点がある
　         （59％以下）
未  実  施           　     → Ｄ

　　　　付帯意見

重点的取組のうち積極的な取
組を求める事業（ア）、男女共
同参画の視点をさらに取り入
れることが良いと考えられる事
業（イ）、総合評価がＣ又はＤ
に該当した事業（ウ）について
記載

令和２年度の取組実績

　　今後の方向性

現状どおり事業を進  → １
めることが妥当
（新型コロナウイルスの影響
により、令和２年度中に開催
方法等を見直した事業を含
む。）
事業内容や手法の   → ２
一部見直しが必要
事業の廃止や休止   → ３
を含む検討が必要
事業の終了        　  → ４

事業実施結果

86
女性等の視点に立っ
た防災対策の取組み

男女共同参画の視点に立った
防災対策に取り組むため、防災
会議への女性参画の推進や女
性災害対策コーディネーターの
育成促進等を行います。

危機管理課

　男女共同参画の視点に立った防災対策
に取り組むため、新型コロナウイルス感染
症対策を講じた上で、災害対策コーディ
ネーター養成講座を開催し、２０２０年度末
現在で、43名の女性災害対策コーディネー
ターを養成した。そのことにより、災害時
に、男女双方に配慮された避難所運営がし
やすい環境を整えることができた。
　防災会議への女性参画の推進について
は、２年任期であり、今年度は改編期では
ないため、女性委員の割合に変化はなかっ
た。

80%
①災害対策コーディネー
　ター養成講座開催

1回 1回 100% Ａ Ａ 1

87
男女共同参画の視点
に立った避難所の運
営

女性の視点に立った避難所の
運営を行うため、市避難所運営
マニュアルに基づき、「避難所に
関する防災ブックレット」等を活
用した周知・訓練を行うととも
に、備蓄品等の整備を行いま
す。

危機管理課

　女性の視点に立った避難所の運営を行う
ため、各避難所の開設担当職員の配置の
際、なるべく１名は女性職員を配置できるよ
う配慮し、避難所開設担当者を対象とした
避難所開設訓練を実施した。
　また、新型コロナウイルス感染症対策及
びプライバシーの配慮のため、テントや
パーテーション等の間仕切り等の備蓄品を
購入し、女性にも配慮した避難所運営がで
きるよう備品を整備した。

80% ①防災訓練の実施 1回 1回 100% Ａ Ａ 1

88
地域消防活動への
女性活躍の推進

女性の視点を生かした防火・防
災活動を推進するため、女性消
防団員の入団を促進し、女性
消防団員による防災、防火、救
急等に関する広報及び指導を
行います。

消防本部総務課

　新型コロナウイルス感染拡大防止に考慮
しつつ、計画どおりの消防団活動が実施で
きないなか、今年度は火災予防啓発活動
の一環として、市内小学校を訪問し、啓発
物品の配布を行った。

60%
①女性消防団員による防
　災、防火、救急等普及啓
　発活動

8回 1回 20% Ｃ
　新型コロナウイス感染症の状況
を踏まえつつ活動を実施していく。

Ｃ 1

（ウ）
近年、防災消防に関する分
野において、女性消防団員
が地域の安全確保に果た
す役割は多大なものがあ
る。今後も社会情勢に柔軟
に対応しつつ、消防分野に
おける女性参画の推進に
向けた周知に努められた
い。

推進項目９　防災分野における男女共同参画の推進

施策の方向１　男女共同参画の視点を取り入れた防災対策の推進（重点的取組）

施策の方向２　防災・消防活動における女性の活躍推進
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